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令和元年度電気用品安全法試買テスト結果の概要 

 

令 和 ３ 年 ６ 月 

経 済 産 業 省 

製 品 安 全 課 

 

 

１．はじめに 

電気用品安全法（昭和 36年 11月 16日法律第 234号、以下「法」とい

う。）は、製造又は輸入の事業を行う者(以下、「届出事業者」という。) が自

らの責任で電気用品に対する技術基準の適合性確認や完成品に対する検査を行

うことを義務付けています。その上で、届出事業者は、こうした法的義務を果

たしたことを示すため、当該電気用品にＰＳＥマーク1を表示して販売するこ

とができます。 

規制当局として、毎年度市場で流通している電気用品を購入し、届出事業者

が法的義務を適切に履行しているか確認するために「試買テスト」を行ってい

ます。 

試買テストにおいて確認された技術基準に適合しない電気用品については、

当該届出事業者において適切に是正し、再発防止対策を講ずるよう指導を行っ

ております。 

 

 

２．試買テストの調査項目 

①法第８条に基づく技術基準への適合状況の確認 

試買した電気用品の技術基準適合性を確認する。 

 

②法第１０条に基づくＰＳＥマーク等表示の妥当性の確認 

ＰＳＥマーク等表示の妥当性を確認する。 

  

                         

1ＰＳＥマーク：特定電気用品 、特定電気用品以外の電気用品  
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３．試買テストの結果 

(１)対象とした電気用品 

 令和元年度の試買テストは、合計３２品目、１３７機種（モバイルバッテリー

１品目、１５機種を含む）の電気用品に対して実施しました。 

 

試買テストで対象とした電気用品の内訳 

分類 代表的な電気用品 品目数 機種数 

特定電気用品 直流電源装置、電撃殺虫器 ２品目 ７機種 

特定電気用品 

以外の電気用品 

電気ストーブ、空気清浄機、エル・イ

ー・ディー・電灯器具、電子レンジ、

リチウムイオン蓄電池（モバイルバッ

テリー等） 等 

３０品目※ １３０機種※ 

合    計 ３２品目 １３７機種 

※モバイルバッテリー１品目、１５機種を含む。 

 

 

(２)結果の概要 

 １３７機種中、技術基準については５３機種(３８．７％)、ＰＳＥ表示基準に

ついては、４機種(２．９％)が適合しないことがそれぞれ確認されました。 

 

 

技術基準に適合しないことが確認された内容の内訳 

分類 品目数 技術基準 ＰＳＥ表示基準 

特定電気用品  ２品目 
５機種 

(７１．４％) 
０機種 

(０．０％) 

特定電気用品 
以外の電気用品 

 ２６品目 
４８機種 

(４１．７％) 
４機種 

(３．１％) 

合計  ２８品目 
５３機種 

(３８．６％) 
４機種 

(３．１％) 

 注：（ ）内は、各分類における試買機種数全体に対する技術基準不適合機種 

の割合を示しています。 
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①技術基準に関する不適合内容 

各電気用品に要求されている電気用品安全法第８条に基づく技術基準2に関し

て、今回の試買テストで対象とした電気用品のうち、５３機種、合計１６８件

の不適合事案が確認されました。その項目別内訳については下表の通りです。

また、不適合内容の詳細については別添リストの通りです。 

 

 

技術基準の不適合事案の項目別内訳 

技術基準不適合項目 不適合数 割合 

表示 ４０ ２４％ 

空間距離 ２２ １３％ 

アース機構 １２ ７％ 

雑音の強さ １０ ６％ 

取扱説明書等 ２１ １２％ 

消費電力等の許容差 ４ ２％ 

平常温度 １０ ６％ 

形状・組立・操作 ６ ４％ 

その他 ４３ ２６％ 

合計 １６８ １００％ 

 

 

消費者に危害を及ぼすおそれがある不適合としては、以下２件の事案があ

り、いずれも事業者に対して電気用品安全法の遵守に係る厳重注意を行い、改

善措置及び再発防止の徹底等を指導しました。 

また、以下の事業者はリコールの告知を行い、対象商品の回収を実施してお

ります。詳細については、以下をご確認ください。 

 

○慧光株式会社（法人番号：8010801021145） 

 電気用品名：エル・イー・ディー・ランプ 

 商品名：「エル・イー・ディー・ランプ」（SL-10WZ-D） 

 型番：SL-10WZ-D 

  

関東経済産業局ＨＰ 

https://www.kanto.meti.go.jp/annai/hodo/data/20200806seian_press.pdf 

                         
2 電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈について（平成25年 7月 1日 20130605 商局第 3号） 

https://www.kanto.meti.go.jp/annai/hodo/data/20200806seian_press.pdf
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○株式会社ティクーン（旧 株式会社アドプリント）（法人番号7120001144406） 

 電気用品名：広告灯 

 商品名：エアー看板 

 型番：BKAS-01、BKAS-02 

  

近畿経済産業局ＨＰ 

 https://www.kansai.meti.go.jp/3-

3seihinanzen/denkiannzen/202006_press/202006_press.html 

 

 

 ②ＰＳＥマーク等表示に関する不適合内容  

電気用品安全法第１０条に基づくＰＳＥマーク等の表示に関して、今回の試

買テストで対象とした電気用品のうち、４機種、合計４件の不適合事案が確認

されました。その項目別内訳は下表の通りです。 

なお、不適合内容の詳細については別添リストの通りです。 

 

ＰＳＥマーク等の表示に関する不適合事案の項目別内訳 

表示不適合項目 不適合数 割合 

ＰＳＥマークの表示が無い ４ １００％  

届出事業者名の表示が無い ４ １００％  

合計 ８ １００％  

 

 

４．不適合事案に対する対応 

今回の試買テストで確認された不適合事案については、経済産業省及び各経済

産業局等が届出事業者にその内容を通知し、是正のための改善指導を行っており

ます。また、再発防止のための是正策が適切に行われているか確認するべく、法

令遵守状況についてフォローアップも行ってまいります。 

 

 

（以上） 

https://www.kansai.meti.go.jp/3-3seihinanzen/denkiannzen/202006_press/202006_press.html
https://www.kansai.meti.go.jp/3-3seihinanzen/denkiannzen/202006_press/202006_press.html


別添

電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)

１． 構造試験において、極性が異なる充電部相互間（１００Ｖ）
の空間距離（沿面距離を含む）が次のとおりであった。
イ．電源基板の印刷配線間（ＡＣ間）が、じんあんが侵入し
難い箇所で最小１．２ｍｍ
ロ．電流ヒューズ端子間が、その他の箇所で２．０ｍｍ

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、以下のとおり。
じんあいが侵入するおそれのない箇所：１．５ｍｍ（１００
Ｖ）
その他の箇所：２．５ｍｍ（１００Ｖ）

２． 構造試験において、交換が可能である電流ヒューズの取付け
部及び銘板のいずれにも定格電流の表示がなかった。

別表第八１（２）マ
（第十九条　表示等（一般））
ヒューズを取り付けるものにあっては、その銘板又はヒュー
ズの取付け部に、電流ヒューズにあっては定格電流を、温度
ヒューズにあっては定格動作温度を、容易に消えない方法で
表示すること。ただし、取り換えることができないヒューズ
にあっては、この限りでない。

３． 構造試験において、電極格子の出力尖頭電圧が７３８Ｖであ
るにもかかわらず、その近傍又は外郭の見やすい箇所に高圧
のため注意を要する旨の表示がなかった。

別表第八１（２）テ
（第十九条　表示等（一般））
極性が異なる充電部相互間又は充電部と人が触れるおそれの
ある非充電金属部との間の尖頭電圧が６００Ｖを超える部分
を有するものにあっては、その近傍又は外郭の見やすい箇所
に容易に消えない方法で高圧のため注意を要する旨を表示し
てあること。

４． 構造試験において、電撃格子に通電されていることを示す赤
色の表示灯がなかった。

別表第八２（９９）イ（ニ）
（第三条第1項　安全機能を有する設計等）
電撃格子に通電されていることを示す赤色の表示灯を設ける
こと。

電撃殺虫器②

１． 構造試験において、電流ヒューズが溶断したときに極性が異
なる充電部相互間（１００Ｖ）となる電流ヒューズ端子間の
空間距離（沿面距離を含む）が、その他の箇所で２．３ｍｍ
であった。

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、２．５ｍｍ以上（その他の箇所、１００Ｖ）であるこ
と。

直流電源装置①

１． 外部可とうコードにおいて、クラスⅡ機器の主電源可とう
コードに、シースのない平形耐熱ビニルコード（ＨＶＦＦ）
を使用していた。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２７）２５．７
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
クラスⅢ機器以外の機器の電源コードは、次のタイプの一つ
でなければならない。
- 電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈 別表第一に適
合したコード。ただし、シースがない平形コードをクラス０
機器以外の機器及び床上専用機器に用いない。

技術基準不適合箇所の内容

＜電気用品安全法の令和元年度試買テストにおける「技術基準」に関する不適合内容について＞

電撃殺虫器①

（１）特定電気用品
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 構造試験において、プリント基板上（ダイオードブリッジの
交流－交流端子間）の空間距離（沿面距離を含む。）が最小
１．８ｍｍであった。

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、３．０ｍｍ以上（その他の箇所、２４０Ｖ）であるこ
と。

２． 構造試験において、プリント基板上（印刷配線の相互間）の
空間距離（沿面距離を含む）が次のとおりであった。
イ．ヒューズ間（ヒューズが溶断した際、異極となる部分)の
空間距離が最小２．１ｍｍであった。
ロ．異極充電部相互間の交流－交流間の空間距離が最小１．
８ｍｍであった。

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、３．０ｍｍ以上（その他の箇所、２４０Ｖ）であるこ
と。

３． 構造試験において、最大定格電圧が２４０Ｖであるにもかか
わらず、アース機構がなく、かつ、人が触れるおそれのある
出力端子金属部が、二重絶縁又は強化絶縁により充電部から
絶縁されていなかった。
（１次側であるコンデンサ（Ｃ１及びＣ２）と２次側基板の
半田面間が基礎絶縁（絶縁シート）のみで絶縁されてい
た。）

別表第八１（２）ソ
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
定格電圧が１５０Ｖを超えるものにあっては、ア－ス線（ア
－ス用口出し線及び接地極の刃又は刃受けに接続する線心を
含む。）又はア－ス端子により接地できる構造であること。
ただし次に掲げるものにあっては、この限りでない。
（抜粋）
（イ）二重絶縁又は強化絶縁により充電から絶縁されている
非充電金属部

４． イ．部品及び附属品試験において、差込み刃のボッチ穴の面
取りが次のとおりであった。
①内側：３．２０ｍｍ
②外側：３．２０ｍｍ
ロ．部品及び附属品試験において、トラッキング防止用の絶
縁物を取り除いた箇所の差込み刃の寸法が次のとおりであっ
た。
①刃の厚さ：０．８０ｍｍ
②刃の幅　：５．５０ｍｍ

別表第八１（３）ヌ
（第二条　安全原則）
接続器にあっては、別表第四１（１）並びに（２）イ、ホ、
ヘ、チ、ヌ、ル、ヲ、ワ、カ、ヨ、タ、レ、ツ、ラ、ム、ノ
及びク並びに６（１）イ、ハ、ニ及びホ並びに６（３）ロ、
ハ、ヘ、ト、チ、リ、ヌ及びルに規定する技術上の基準に適
合すること。
別表第四６（１）ニ（ホ）（解釈）
表１の図１
・刃のボッチ穴の面取り：φ３．５ｍｍ以上
・刃の厚さ：１．５±０．１５ｍｍ
・刃の幅　：６．３±０．３ｍｍ

５． 定格容量の許容差試験において、表示の２４０Ｖの際の定格
容量２３ＶＡに対して、測定値が最大１６．９ＶＡ（－２
６．５％）であった。

別表第八１（４）ハ（ロ）
（第二条第1項　安全原則）
定格容量を表示しなければならないものにあっては、次の表
に掲げるとおりとする。
（表）
定格容量が２０を超え１００以下のものの許容差は±２０％
以内であること。

直流電源装置③

１． クラス０Ｉ機器の接地接続に関する表示において、クラス０
Ｉ機器の接地接続に関する表示がなかった。

Ｊ６０９５０－１（Ｈ２９）１．７．１４Ａ
（第十九条　表示等（一般））
クラス０１機器には、次の内容又はこれと同等の表示をしな
ければならない。
－電源プラグ又は本体の見やすい箇所への表示”必ず接地接
続を行って下さい。”
－本体の見やすい箇所又は取扱説明書への表示”接地接続は
必ず、電源プラグを電源につなぐ前に行って下さい。また、
接地接続を外す場合は、必ず電源プラグを電源から切り離し
てから行って下さい。”

直流電源装置②

2



電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 材料試験において、通常の使用状態（平常温度上昇試験：１
００Ｖ）で、高温部である発熱体（表面温度：１４１．５℃
（周囲温度２１．５℃））に、サーミスターリード線が直接
接触しているにもかかわらず、サーミスターリードの被覆に
使用温度の上限値が９８℃（補正値８℃）の架橋ポリエチレ
ン混合物を使用していた。

別表第八１（１）ロ
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
電気絶縁物及び熱絶縁物は、これに接触又は近接する部分の
温度に十分耐え、かつ、吸湿性の少ないものであること。こ
の場合、別表第四１（１）ロ（イ）から（ト）に適合するこ
と。
〔別表第四１（１）ロ（ハ）ｄ〕
別表第十一第１章に掲げる絶縁物であって、その温度限度の
補正値を加えた値の状態で使用される場合は、温度に十分耐
えるものとみなす。
その他の採暖用電熱器具：電気用品の階級２
使用温度の補正値：８℃
使用温度の上限値：９０℃（架橋ポリエチレン混合物）
基準周囲温度：２０℃

２． 構造試験において、印刷配線基板の極性が異なる充電部相互
間（２４０Ｖ）の空間距離（沿面距離を含む）が次のとおり
であった。
イ．電流ヒューズ（Ｆ１）端子部印刷配線相互間が、１．５
ｍｍ（じんあいが侵入しがたい箇所）
ロ・電流ヒューズ（Ｆ１）端子部半田部と印刷配線との間
が、１．８ｍｍ（その他の箇所）
ハ．抵抗器（Ｒ２６）端子部半田相互間が、１．８ｍｍ（そ
の他の箇所）
ニ．バリスタ（ＶＤ）半田部と印刷配線との間が１．３ｍｍ
（その他の箇所）

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、以下のとおり。
じんあいが侵入するおそれのない箇所：２．０ｍｍ（２４０
Ｖ）
その他の箇所：３．０ｍｍ（２４０Ｖ）

３． 構造試験において、温度制御装置（トライアック（Ｑ３））
を短絡した状態で通電（２４０Ｖ）したとき、発熱線の温度
が急激に上昇し、保護装置であるバイメタルが動作する前
に、ヒートマット本体外郭の表面温度が２００℃以上となっ
たため、感電、火災の危険が生じるおそれがあった。

別表第八１（２）レ
（第九条　火災の危険源からの保護）
温度上昇により危険が生じるおそれのあるものにあっては温
度過昇防止装置（温度ヒューズを含む。）を、過電流、過負
荷等により危険が生じるおそれのあるものにあっては過負荷
保護装置を取り付けてあること。
次の試験を行ったとき、感電、火災の危険が生じないもの
は、「危険が生じるおそれのあるもの」とはみなさない。こ
の場合において、感電、火災の危険が生じないとは、充電部
と器体の表面との間の絶縁抵抗は０．１ＭΩ以上であり、試
験中において木台が燃焼するおそれがなく、機器に発火、著
しい発煙等の異状が生ずることなく、かつ、試験後において
熱電温度計により測定した機器の外郭の温度は１５０℃以下
（電熱器具を除く。）であること。
（中略）
（イ）人の注意の届かない状態で使用する機器
ａ　電熱装置を有するものにあっては、試験品を厚さが１０
ｍｍ以上の表面が平らな木台の上に置き、定格周波数に等し
い周波数の定格電圧に等しい電圧
を連続して各部の温度上昇がほぼ一定となるまで（タイムス
イッチを有するものにあってはその最大時間まで、非自己復
帰形温度過昇防止装置又は非自己復帰形過負荷保護装置が動
作した時はその時まで。）試験品に加える。この場合におい
て、温度制御装置を有するものにあっては、これを短絡（複
数個の温度制御装置を有するものにあっては、１個ずつ（２
個以上同時に短絡しない。）順次行う。）した状態で行う。

４． 構造試験において、電源電線の外側シースの厚みが、０．８
ｍｍ（付加絶縁）であった。

別表第八１（２）ツ（ハ）
（省令第七条第1項第一号　感電に対する保護）
人が触れるおそれのある非金属部の表面は、二重絶縁又は強
化絶縁により充電部から絶縁されていること。
（抜粋）
別表第八１（７）イ（ロ）ａ（ｂ）；付加絶縁の絶縁物は、
外傷を受けるおそれのある部分に用いる絶縁物の厚さは、１
ｍｍ以上であること。

５． 構造試験において、交換が可能である電流ヒューズの取付け
部及び銘板のいずれにも定格電流の表示がなかった。

別表第八１（２）マ
（第十九条　表示等（一般））
ヒューズを取り付けるものにあっては、その銘板又はヒュー
ズの取付け部に、電流ヒューズにあっては定格電流を、温度
ヒューズにあっては定格動作温度を、容易に消えない方法で
表示すること。ただし、取り換えることができないヒューズ
にあっては、この限りでない。

その他の採暖用電
熱器具

（２）特定電気用品以外の電気用品
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

６． 部品及び附属品試験において、電源電線及び接続電線に、断

面積が０．５０ｍｍ２のビニルキャブタイヤコードを使用して
いた。

別表第八１（３）ロ
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
電源電線等は、別表第六１（３）ロに規定する技術上の基準
に適合すること。
（別表第六１（３）ロ（イ）及び（ロ））
ロ 電源電線等は、次に適合すること。
（イ）電源電線は、この表に特別に規定するものを除き、別
表第一の規定又は別表第十二の規定に適合するものであっ
て、コード又はキャブタイヤケーブルであって、その断面積

が０．７５ｍｍ２以上のものであること。
（ロ）器具間を接続する電線及び機能上やむを得ず器体の外
部に露出する電線は、次のいずれかに適合すること。
ａ　次の表の左欄に掲げる接続される回路の電圧の区分ごと
に同表の右欄に適合するものであり、かつ、１００Ｎの引張
荷重を１５秒間加えたとき、素線の断線、絶縁物の異状等が
生じないこと。
（中略）
接続される回路の電圧の区分が「１５０Ｖを超え３００Ｖ以
下」のものにあっては、器具間を接続する電線は、断面積が

０．７５ｍｍ２（手持ち型の部分（コントローラーを含む。）
に至る０．５Ａ以下の回路に使用するものにあっては０．５

ｍｍ２）以上であって、試料２ｍを１時間清水中に浸し、単心
のものは導体と大地の間に、多心のものは導体相互間及び導
体と大地との間に１，５００Ｖの交流電圧を加えたとき、連
続して１分間これに耐えるもの

７． 部品及び附属品において、アース線として使用しているビニ

ルキャブタイヤコードの線心の１心の断面積が０.５ｍｍ２で
あった。

別表第八１（３）ハ（ニ）
（第八条　絶縁性能の保持）
アース線は、次のいずれかであること。
（中略）

（ニ）断面積が０．７５ｍｍ２以上の多心コード（より合わせ
コードを除く。）または多心キャブタイヤケーブルの線心の
１

８． 部品及び附属品試験において、接地極を有している一体成形
の差込みプラグであるにもかかわらず、アース用である旨の
表示が極に接続する端子の近傍になかった。

別表第八１（３）ヌ
（第二条　安全原則）
接続器にあっては、別表第四１（１）並びに（２）イ、ホ、
ヘ、チ、ヌ、ル、ヲ、ワ、カ、ヨ、タ、レ、ツ、ラ、ム、ノ
及びク並びに６（１）イ、ハ、ニ及びホ並びに６（３）ロ、
ハ、ヘ、ト、チ、リ、ヌ及びルに規定する技術上の基準に適
合すること。
〔解釈：別表第四６（１）ニ（ハ）ｃ〕
接地極を有するものにあっては、アース用である旨の表示
を、その極に接続する端子の近傍に容易に消えない方法で付
すこと。この場合において、「接地極」の表示は、保護アー

９． 部品及び附属品試験において、差込み刃の先端部の面取り部
の厚さが１．０ｍｍであった。

別表第八１（３）ヌ
（第二条　安全原則）
接続器にあっては、別表第四１（１）並びに（２）イ、ホ、
ヘ、チ、ヌ、ル、ヲ、ワ、カ、ヨ、タ、レ、ツ、ラ、ム、ノ
及びク並びに６（１）イ、ハ、ニ及びホ並びに６（３）ロ、
ハ、ヘ、ト、チ、リ、ヌ及びルに規定する技術上の基準に適
合すること。
〔解釈：別表第四６（１）ニ（ホ）ａ（ｅ）〕
刃の先端部には、刃受け穴に差し込み易いように丸味、面取
り等を施すこと。この場合において、図１、図５，図６、図
７、図１０、図１１、図１４及び図１５の導電極の刃の先端
に面取りを施すものにあっては、厚さが０．９ｍｍ以下とな
る面取りを施すこと。

10． 消費電力の許容差試験において、表示の定格消費電力２２０
Ｗに対して、測定値が１７９／１０６７Ｗ（電源電圧 １００
／２４０Ｖ、電源周波数 ６０Ｈｚ、偏差：－１８．６／＋４
８５．０％）であった。

別表第八１（４）ハ（イ）
（第二条第1項　安全原則）
定格消費電力を表示しなければならないものにあっては、次
の表に掲げるとおりとする。
（表）
定格消費電力が１００Ｗを超え１０００Ｗ以下のものの許容
差は＋１０％、－１５％以下であること。

その他の採暖用電
熱器具
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

11． 表示において、定格電圧が１２５Ｖを超えるにもかかわら
ず、相の表示がなかった。

別表第八１（１２）
（第十九条　表示等（一般））
附表第六に規定する表示の方式により表示すること。
（附表第六）
表示すべき事項
１　相（定格電圧が１２５Ｖを超えるものの場合に限る）
２～１１（省略）
表示の方法
表面の見やすい箇所に容易に消えない方法で、表示するこ
と。

12． 平常温度上昇試験において、自動温度調節器（サーミスター
にて制御されるトライアック）及び温度過昇防止装置（バイ
メタル式）の接点を短絡（※）し、電源電圧を１００Ｖで通
電したとき、試験品を置く木台の表面温度が１０１．５℃を
超えた。
なお、試験品を置く木台の表面温度が、基準値９５℃を超え
たため、試験を中止した。また、電源電圧２４０Ｖでの通電
は、電源電圧１００Ｖ通電で中止としたため、試験を行わな
かった。

※発熱部の片側の表面積８０００ｃｍ２以下の場合であって、
同一仕様の制御素子の個数が２個以上ある場合は、それらの
接点は短絡しない。（当該製品の発熱部の表面積：７４８８

ｃｍ２であった）

別表第八２（２０）ハ
（第十条　火傷の防止）
次の（イ）から（ヲ）までに掲げる試験条件において試験を
行い、この間の各部の温度は、附表第四の左欄に掲げる測定
箇所（同表７の測定箇所にあっては、据置き形のものに限
る。）ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げる値以下であるこ
と。
（中略）
（ヘ）就寝中又は床上に敷いて使用する採暖用のものであっ
て、温度ヒューズ（温度過昇防止装置として使用しないもの
を除く。以下（ヘ）において同じ。）、自動温度調節器又は
自動スイッチを有するものにあっては、感熱線を使用するも
のを除き、これらの接点を短絡すること。ただし、次の表の
左欄に掲げる発熱部の片側の表面積ごとにそれぞれ同表の右
欄に掲げる個数の温度ヒューズ、自動温度調節器又は自動ス
イッチを発熱体に直列に接続し、かつ、発熱部の内部に均一
に取り付けてあるものにあっては、この限りでない。

附表第四
－試験品を置く木台の表面：９５℃

13． 雑音の強さ試験において、連続性雑音端子が、周波数０．５
２６５ＭＨｚ以上５ＭＨｚ以下の範囲で最大値が、６２．４
／６３．７ｄＢ（測定周波数０．５２６５ＭＨｚ／０．５２
６５ＭＨｚ・電源電圧２４０Ｖ・電源周波数５０／６０Ｈ
ｚ）であった。

別表第十第５章２．２（１）
（第十八条　雑音の強さ）
連続性雑音端子電圧（電源端子）は、周波数が５２６．５ｋ
Ｈｚ以上５ＭＨｚ以下の範囲にあっては５６ｄＢ以下、５Ｍ
Ｈｚを超え３０ＭＨｚ以下の範囲にあっては６０ｄＢ以下で
あること。

その他の採暖用電
熱器具
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

電気トースター

１． 表示及び取扱説明又は据付説明において、取扱説明書に、機
器が、外部タイマ又は個別の遠隔操作システムによって操作
するように意図していない旨の記載がなかった。

Ｊ６０３３５－２－９（Ｈ２９）７．１２
（第十九条　表示（一般））
取扱説明書には、機器が、外部タイマ又は個別の遠隔操作シ
ステムによって操作するように意図していない旨を記載しな
ければならない。

１． 表示及び取扱説明書において、機器にＩＥＣ６０４１７記号
５０４１（２００２－１０）を表示するものであるが、取扱
説明書にその意味の記載がなかった。

Ｊ６０３３５－２－９（Ｈ２９）７．１２
（第十九条　表示等（一般））
機器にＩＥＣ６０４１７記号５０４１（２００２－１０）を
表示する場合、取扱説明書には、その意味をしなければなら
ない。

２． 表示及び取扱説明書において、機器が、外部タイマ又は個別
の遠隔操作システムによって操作するように意図していない
旨の記載がなかった。

Ｊ６０３３５－２－９（Ｈ２９）７．１２
（第十九条　表示等（一般））
取扱説明書には、機器が、外部タイマ又は個別の遠隔操作シ
ステムによって操作するように意図していない旨を記載しな
ければならない。

３． 雑音の強さ（不連続性雑音端子電圧）において、周波数０．
１５ＭＨｚ及び０．５ＭＨｚで不連続性雑音の許容値を超え
るクリックが４５．０／４５．０％（電源周波数５０／６０
Ｈｚ、設定温度最高２３０℃）であった。

Ｊ５５０１４－１（Ｈ２７）４．２
（第十八条　雑音の強さ）
最小観測時間内に発生した不連続性雑音の許容値を超えるク
リック数が総クリック数の２５％以下であること。

１． 構造試験において、プリント基板上の極性が異なる充電部相
互間の空間距離（沿面距離を含む）が、その他の箇所で２．
０ｍｍであった。

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、２．５ｍｍ以上（その他の箇所、１００Ｖ）であるこ
と。

２． 構造試験において、器体内部のアース用端子ねじを、機器用
インレットと外釜とを接続しているアース線とその他のアー
ス用渡り線との取り付けに兼用していた。

別表第八１（２）ツ（ホ）ｃ
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
アース用端子はアース線以外のものの取り付けに兼用しない
こと。

３． 構造試験において、交換が可能である温度ヒューズの取付け
部及び銘板のいずれにも定格動作温度の表示がなかった。
イ．外釜側面温度ヒューズ
ロ．底釜検知部温度ヒューズ

別表第八１（２）マ
（第十九条　表示等（一般））
ヒューズを取り付けるものにあっては、その銘板又はヒュー
ズの取付け部に、電流ヒューズにあっては定格電流を、温度
ヒューズにあっては定格動作温度を、容易に消えない方法で
表示すること。ただし、取り換えることができないヒューズ
にあっては、この限りでない。

４． 部品及び附属品において、機器用インレットと外釜とを接続

している器体内部のアース用電線に、断面積が０.５ｍｍ２の
単心ビニルコードを使用していた。

別表第八１（３）ハ（ロ）
（第八条　絶縁性能の保持）

アース線は、断面積が１.２５ｍｍ２以上の単心コードまたは
単心キャブタイヤケーブルであること。
（解説３．）
器体の内部に使用するアース線であって、外力が加わらない

ものの断面積は、０．７５ｍｍ２以上とすることができる。

電気がま②

１． 表示において、機器に、次の事項が表示されていなかった。
－定格電圧
－電源の種類記号（～）
－定格入力又は定格電流

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）７．１
（第十九条　表示等（一般））
機器には、次の表示を行わなければならない。
－定格電圧
－電源の種類記号。ただし、電源が単相２線式のものであっ
て、定格周波数表示がある場合は、この表示を省略できる。
－定格入力又は定格電流

電気天火

電気がま①

6



電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 材料試験において、通常の使用状態（平常温度上昇試験）
で、１０５．５℃（周囲温度２９．５℃）になる器体内部の
電源電線の被覆に、使用温度の上限値が９８℃（補正値
８℃）のクロロスルホン化ポリエチレンゴムを使用してい
た。

別表第八１（１）ロ
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
電気絶縁物及び熱絶縁物は、これに接触又は近接する部分の
温度に十分耐え、かつ、吸湿性の少ないものであること。こ
の場合、別表第四１（１）ロ（イ）から（ト）に適合するこ
と。
〔別表第四１（１）ロ（ハ）ｄ〕
別表第十一第１章に掲げる絶縁物であって、その温度限度の
補正値を加えた値の状態で使用される場合は、温度に十分耐
えるものとみなす。
電気がま：電気用品の階級２
使用温度の補正値：８℃
使用温度の上限値：９０℃（クロロスルホン化ポリエチレン
ゴム）
基準周囲温度：３０℃

２． 構造試験において、次にあげる内部配線に、２Ｎの力を加え
たとき、通常の使用状態で２７１．５℃（周囲温度２９．
５℃）となるヒーターフレームに接触した。
イ．使用温度の上限値が１８０℃であるシリコンゴム被覆電
線（ヒーターとランプ間の接続線）
ロ．使用温度の上限値が１８０℃であるガラス編組チューブ
（電源電線部と自動スイッチ間の接続線）

別表第八１（２）ヌ（イ）
（第八条　絶縁性能の保持）
２Ｎの力を電線に加えた場合に高温部に接触するおそれのあ
るものにあっては、接触したときに異状が生ずるおそれのな
いこと。
（解説１９．（３））
次の場合は、「異状が生ずるおそれ」があるものとみなす。
ａ　２Ｎの力を取り去っても、その配線の絶縁物の種類ごと
に解釈別表第十一に揚げる値を超える部分に接触している場
合
ｂ　２Ｎの力を加えている間だけ、その配線の絶縁物の種類
ごとに解釈別表第十一に揚げる値に４０℃を加えた値を超え
る部分に接触している場合

３． 構造試験において、交換が可能である温度ヒューズの取付け
部及び銘板のいずれにも定格動作温度の表示がなかった。

別表第八１（２）マ
（第十九条　表示等（一般））
ヒューズを取り付けるものにあっては、その銘板又はヒュー
ズの取付け部に、電流ヒューズにあっては定格電流を、温度
ヒューズにあっては定格動作温度を、容易に消えない方法で
表示すること。ただし、取り換えることができないヒューズ
にあっては、この限りでない。

４． 電圧変動による運転性能において、定格電圧に対して＋１
０％に変動させたとき、温度過昇防止装置である温度ヒュー
ズ（１９２℃）が動作した。

別表第八１（６）
（第三条第1項　安全機能を有する設計等）
平常温度試験の状態において、定格周波数に等しい周波数の
定格電圧に等しい電圧を加えて連続して運転し、電圧を定格
電圧に対して±１０％変動させた場合に、支障なく運転が継
続できること。

５． 構造試験において、外郭の見やすい箇所に、内容器と器体と
の間には水を入れないで使用する旨の表示がなかった。

別表第八２（９）イ（ハ）
（第十九条　表示等（一般））
直接式の電気がまにあっては、外郭の見やすい箇所（ふたを
除く。）に、内容器と器体との間には水を入れないで使用す
る旨の表示を付してあること。

電気がま④

１． 温度上昇において、温度制限器の周辺の最高温度上昇値が、
４８．５Ｋ（周囲温度２２．５℃）であった。
ただし、Ｔマークが７３．５℃以上のものにあっては、この
限りでない。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）１１．８
（第九条　火災の危険源からの保護）
試験中、温度上昇は継続的に監視し、表３に規定する値を超
えてはならない。
（表３）
スイッチ、自動温度調節器及び温度制限器の周辺：
－Ｔマークなし：３０Ｋ
－Ｔマーク付：Ｔ－２５Ｋ
Ｔは、部品又は部品のスイッチヘッドが動作することができ
る最高周辺温度である。周辺温度は、当該部品の表面から５
ｍｍ離れたところで空気の温度が最も高くなる点の温度とす
る。ただし、自動温度調節器又は温度制限器を熱伝導部分に
取り付ける場合、取付面に指定した温度限度（Ｔｓ）を適用す

る。したがって、取付面の温度上昇を測定しなければならな
い。

電気がま③
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

電気湯せん器

１． 構造試験において、器体内部のアース端子の近傍に、アース
用である旨の表示が施されていなかった。

別表第八１（２）ツ（ニ）ｂ
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
アース用端子には、そのもの（容易に取り外せる端子ねじを
除く。）又はその近傍に容易に消えない方法でアース用であ
る旨の表示を付してあること。ただし、器体の内部にある端
子であって、アース線を取り換えることができないものに
あっては、この限りでない。

１． 溢水試験において、インレット部に水の痕跡があり、イン
レットの充電部（ピン）と器体の表面間（強化絶縁）の沿面
距離が２９項に規定する値以下に減少した。
（強化絶縁の沿面距離が３．５ｍｍとなった。）

Ｊ６０３３５－２－９（Ｈ２０）１５．２
（第七条　感電に対する保護）
通常使用時に液体がこぼれるおそれがある機器は、液体のこ
ぼれによって、電気絶縁に影響を、及ぼさないような構造で
なければならない。
こんろはＪ６０３３５－２－９　１５．２に基づく溢水試験
の結果、絶縁上に沿面距離及び空間距離の２９．の規定値以
下への減少につながるおそれのある水の痕跡があってはなら
ない。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２９．２．３
強化絶縁の沿面距離は、表１７の基礎絶縁に対する規定値の
２倍以上（４．８ｍｍ：動作電圧１００Ｖ、汚損度３、材料
グループⅢａ）以上でなければならない。

２． 電源接続及び外部可とうコードにおいて、クラスⅡ機器であ
るにもかかわらず、電源コードにシースのないクロロスルホ
ン化ポリエチレンゴム絶縁平形コード（ＨＨＦＦ）を使用し
ていた。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２５．７
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
電源コードは、次のものよりグレードの低いものであっては
ならない。
－電気用品の技術上の基準を定める省令（昭和３７年通商産
業省令第８５号）の別表第一に適合したコード。ただし、
シースがない平形コードを床上専用の機器及びクラス０機器
以外の機器に使用してはならない。

１． 表示及び取扱説明書において、機器に、ＩＳＯ　７０１０の
記号Ｐ０２６（２０１１－０５）、又は「警告：水の近くで
機器を使用してはならない」旨の表示がなかった。

Ｊ６０３３５－２－２３（Ｈ２９）７．１
（第十九条　表示等（一般））
可搬形ヘアドライヤ、カールごて及びこれに類する機器に
は、ＩＳＯ　７０１０の記号Ｐ０２６（２０１１－０５）、
又は次の趣旨を表示しなければならない。
“警告：水の近くで機器を使用してはならない。”
 

２． 表示及び取扱説明書において、スタンドを用いているにもか
かわらず、「耐熱性のある、安定した水平面に機器を置く」
旨の記載がなかった。

Ｊ６０３３５－２－２３（Ｈ２９）７．１２
（第十九条　表示等（一般））
可搬形機器の取扱説明書には、次の趣旨を記載しなければな
らない。
－常にスタンドを用いている場合、耐熱性のある、安定した
水平面に機器を置く。

３． 表示及び取扱説明書において、取扱説明書に、「機器は、安
全に責任を負う人の監視又は指示がない限り、補助を必要と
する人（子供を含む）が単独で機器を用いることを意図して
いない」旨の記載がなかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２７）７．１２．１
（第十九条　表示等（一般））
取扱説明書は、次の要旨が含んでいなければならない。
－この機器は、安全に責任を負う人の監視又は指示がない限
り、補助を必要とする人（子供を含む）が単独で機器を用い
ることを意図していない。

４． 表示及び取扱説明書において、取扱説明書に電源コードが破
損した場合のコードの交換に関する記載がなかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２７）７．１２．５
（第十九条　表示等（一般））
電源コードについて、取扱説明書は、次の内容を含んでいな
ければならない。
－Ｙ形取付けの機器の場合：電源コードが破損した場合、
コードの交換は危険を防止するため、製造者若しくはその代
理店又は同等の有資格者によって行わなければならない。

電磁誘導加熱式
調理器

電気髪ごて①
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 分類において、定格電圧が１１０Ｖ－２２０Ｖであるにもか
かわらず、機器の感電に対する保護が、クラス０機器であ
る。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）６．１．１０１
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
備考　クラス０機器は、定格電圧が１５０Ｖを超えない屋内
用の機器についてだけ認められる。

２． 表示及び取扱説明又は据付説明において、機器本体に、次の
表示がなかった。
－製造事業者若しくは責任を持つ販売業者の名称、商標又は
識別表示

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）７．１
（第十九条　表示等（一般））
機器には、次の表示を行わなければならない。
（抜粋）
－製造事業者若しくは責任をもつ販売事業者の名称、商標又
は識別表示
－モデル名又は型式
－クラスⅡ機器の場合にはＩＥＣ６０４１７の記号５１７２

３． 表示及び取扱説明又は据付説明において、取扱説明書に、
「警告：浴槽、シャワー、洗面器又は水の入った他の容器の
近くで機器を使用してはならない」旨の記載がなかった。

Ｊ６０３３５－２－２３（Ｈ２０）７．１２
（第十九条　表示等（一般））
取扱説明書には、次の主旨を記載しなければならない。
－ 警告：浴槽、シャワー、洗面器又は水の入った他の容器の
近くで機器を使用してはならない。

４． 表示及び取扱説明書において、取扱説明書に電源コードが破
損した場合のコードの交換に関する記載がなかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）７．１２．５
（第十九条　表示等（一般））
電源コードについて、取扱説明書は、次の内容を含んでいな
ければならない。
－Ｙ形取付けの機器の場合：電源コードが破損した場合、
コードの交換は危険を防止するため、製造者若しくはその代
理店又は同等の有資格者によって行わなければならない。

５． 充電部への接近に対する保護において、基礎絶縁のみで絶縁
されたスイッチのつまみ及びＬＥＤ表面に、試験指が触れ
た。
なお、それぞれの厚みは２ｍｍ未満であった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）８．２
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
クラスⅡ機器及びクラスⅡ構造は、基礎絶縁及び基礎絶縁だ
けで充電部から分離した金属部への偶然の接触に対し適切な
保護をするような構造であり、かつ、覆われていなければな
らない。二重絶縁又は強化絶縁によって充電部から絶縁した
部分にしか触れることができないものでなければならない。

６． 温度上昇において、１１項に規定する条件にて試験を実施し
た際、測定温度上昇値が下記のとおりであった。
・スイッチの周辺（２２０Ｖ×√１．１５）：４３．０Ｋ
（周囲温度２３．０℃）
ただし、Ｔマークが６８．０℃以上のものにあっては、この
限りでない。
・使用中に操作するとっ手（試験条件：１００Ｖ×√１．１
５／１１０Ｖ×√１．１５／２２０Ｖ×√１．１５）：７
０．５Ｋ／７１．５Ｋ／７８．０Ｋ（周囲温度２３．０／２
３．０／２３．０℃）

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）１１．８
（第九条　火災の危険源からの保護）
試験中、温度上昇は継続的に監視し、表３に規定する値を超
えてはならない。
（表３の抜粋）
・スイッチ、自動温度調節器及び温度制限器の周辺：
－Ｔマークなし：３０Ｋ
－Ｔマーク付：Ｔ－２５Ｋ
・通常使用時に継続して手で保持する、ハンドル、ノブ、グ
リップ及び同等の部分：
－成型品：５０Ｋ

（参考１）
Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）５．１３
ＰＴＣ電熱素子をもつ機器の試験は、規定の入力に相当する
電圧で行う。定格入力を超える入力が指定されている場合に
は、電圧に乗じる係数は、入力に乗じる係数の平方根に等し
い値とする。

（参考２）
Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）１１．４
電熱機器は、通常動作で定格入力の１．１５倍の入力で運転
する。

７． 空間距離、沿面距離及び固体絶縁において、機能絶縁となる
プリント基板（ＡＣ間：半田－印刷配線間及び半田相互間）
の空間距離及び沿面距離が、最小１．４ｍｍであった。
なお、沿面距離の基準値は、比較トラッキング指数におい
て、ＣＴＩ４００Ｖが不適合となったため、材料グループⅢ
ａで判定した。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２９．１．４
（第八条　絶縁性能の保持）
機能絶縁の空間距離は、表１６に規定する値（２．０ｍｍ：
定格電圧２２０Ｖ、定格インパルス電圧２５００Ｖ）以上で
なければならない。ただし、機能絶縁を短絡した状態で１
９．に適合する場合は、空間距離を規定しない。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２９．２．４
（第八条　絶縁性能の保持）
機能絶縁の沿面距離は、表１８に規定する値（２．０ｍｍ：
動作電圧２２０Ｖ、汚損度２、材料グループⅢａ）以上でな
ければならない。しかし、沿面距離は、機能絶縁を短絡した
状態で１９．に適合する場合は、減じてもよい。

電気髪ごて②
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

８． 空間距離、沿面距離及び固体絶縁において、強化絶縁となる
ＬＥＤ脚部と本体外郭表面との間の沿面距離が、３．８ｍｍ
であった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２９．２．３
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
強化絶縁の沿面距離は、表１７の基礎絶縁に対して規定する
値（２．５ｍｍ：動作電圧２２０Ｖ、汚損度２、材料グルー
プⅢａ）の２倍（５．０ｍｍ）以上でなければならない。

９． 空間距離、沿面距離及び固体絶縁において、強化絶縁となる
固体絶縁の厚みが次のとおりであった。
イ．スイッチつまみ：１．７ｍｍ
ロ．ＬＥＤ外郭：１．３ｍｍ

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２９．３
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
固定絶縁は、付加絶縁については１ｍｍ及び強化絶縁につい
ては２ｍｍの最小厚さがなければならない。

１． 表示及び取扱説明書において、取扱説明書に、「機器は、安
全に責任を負う人の監視又は指示がない限り、補助を必要と
する人（子供を含む）が単独で機器を用いることを意図して
いない」旨の記載がなかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２７）７．１２．１
（第十九条　表示等（一般））
取扱説明書は、次の要旨が含んでいなければならない。
－この機器は、安全に責任を負う人の監視又は指示がない限
り、補助を必要とする人（子供を含む）が単独で機器を用い
ることを意図していない。

２． 表示及び取扱説明書において、取扱説明書に電源コードが破
損した場合のコードの交換に関する記載がなかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２７）７．１２．５
（第十九条　表示等（一般））
電源コードについて、取扱説明書は、次の内容を含んでいな
ければならない。
－Ｙ形取付けの機器の場合：電源コードが破損した場合、
コードの交換は危険を防止するため、製造者若しくはその代
理店又は同等の有資格者によって行わなければならない。

１． 分類において、定格電圧が１００Ｖ－２４０Ｖであるにもか
かわらず、機器の感電に対する保護が、クラス０機器であ
る。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）６．１．１０１
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
備考　クラス０機器は、定格電圧が１５０Ｖを超えない屋内
用の機器についてだけ認められる。

２． 表示及び取扱説明において、定格電圧が１００Ｖ－２４０Ｖ
であり、アース機構がないことから、クラスⅡ機器であるに
もかかわらず、機器本体に、ＩＥＣ６０４１７の記号５１７

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）７．１
（第十九条　表示等（一般））
機器には、次の表示を行わなければならない。
（抜粋）
－クラスⅡ機器の場合にはＩＥＣ６０４１７の記号５１７２

３． 表示及び取扱説明書において、機器に、ＩＳＯ　７０１０の
記号Ｐ０２６（２０１１－０５）、又は「警告：水の近くで
機器を使用してはならない」旨の表示がなかった。

Ｊ６０３３５－２－２３（Ｈ２０）７．１
（第十九条　表示等（一般））
可搬形ヘアドライヤ、カールごて及びこれに類する機器に
は、ＩＳＯ　７０１０の記号Ｐ０２６（２０１１－０５）、
又は次の趣旨を表示しなければならない。
“警告：水の近くで機器を使用してはならない。”

４． 表示及び取扱説明書において、取扱説明書に電源コードが破
損した場合のコードの交換に関する記載がなかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）７．１２．５
（第十九条　表示等（一般））
電源コードについて、取扱説明書は、次の内容を含んでいな
ければならない。
－Ｙ形取付けの機器の場合：電源コードが破損した場合、
コードの交換は危険を防止するため、製造者若しくはその代
理店又は同等の有資格者によって行わなければならない。

電気髪ごて③

電気髪ごて②
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

５． 充電部への接近に対する保護において、二重絶縁又は強化絶
縁により絶縁されていない上こて面及び下こて面に、試験指
が触れた。
なお、それぞれの付加絶縁となる内部保護チューブの厚みは
１ｍｍ未満であるため、二重絶縁により絶縁している部分と
はみなせない。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）８．２
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
クラスⅡ機器及びクラスⅡ構造は、基礎絶縁及び基礎絶縁だ
けで充電部から分離した金属部への偶然の接触に対し適切な
保護をするような構造であり、かつ、覆われていなければな
らない。二重絶縁又は強化絶縁によって充電部から絶縁した
部分にしか触れることができないものでなければならない。

６． 温度上昇において、１１項に規定する条件にて試験を実施し
た際、測定温度上昇値が次のとおりであるにもかかわらず、
その使用温度の上限値が６６℃（補正値１６℃）であった。
なお、当該材料が不明のため、絶縁物の使用温度の上限値
は、５０℃で評価した。
・ヒーター（小）接続線保護チューブ（試験条件：１００Ｖ
×√１．１５／２４０Ｖ×√１．１５）：１０５．０Ｋ／１
０４．５Ｋ（周囲温度２３．０℃／２３．０℃）
ただし、絶縁物の使用温度の上限値が１２８．０℃以上のも
のにあっては、この限りでない。
・ヒーター（大）接続線保護チューブ（試験条件：１００Ｖ
×√１．１５／２４０Ｖ×√１．１５）：１６４．５Ｋ／１
６２．５Ｋ（周囲温度２３．０℃／２３．０℃）
ただし、絶縁物の使用温度の上限値が１８７．５Ｋ以上のも
のにあっては、この限りでない。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）１１．８
（第九条　火災の危険源からの保護）
試験中、温度上昇は継続的に監視し、表３に規定する値を超
えてはならない。
（表３の抜粋）
・配線及び巻線以外の絶縁物：熱可塑性ｆ
注 f)別表第四１（１）ロに適合するものは、温度上昇値を満
たすものとみなす。
－別表第四１（１）ロ（ハ）（抜粋）－
別表第十一第１章の表に掲げる絶縁物であって、その使用温
度の限度値に補正値を加えた値の状態で使用される場合。
電気髪ごて：電気用品の階級３
使用温度の補正値：１６℃
使用温度の上限値：５０℃（材料不明）
基準周囲温度：３０℃

（参考１）
Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）５．１３
ＰＴＣ電熱素子をもつ機器の試験は、規定の入力に相当する
電圧で行う。定格入力を超える入力が指定されている場合に
は、電圧に乗じる係数は、入力に乗じる係数の平方根に等し
い値とする。

（参考２）
Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）１１．４
電熱機器は、通常動作で定格入力の１．１５倍の入力で運転
する。

７． 空間距離、沿面距離及び固体絶縁において、強化絶縁となる
メイン基板ＡＣ１半田部と本体外郭表面との間の空間距離及
び沿面距離が、１．８ｍｍであった。
なお、沿面距離の基準値は、比較トラッキング指数におい
て、ＣＴＩ６００Ｖが不適合となったため、材料グループⅡ
で判定した。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２９．１．３
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
強化絶縁の空間距離は、表１６に規定する値（３．５ｍｍ：
定格電圧２４０Ｖ、定格インパルス電圧４０００Ｖ）以上で
なければならない。ただし、定格インパルス電圧について
は、基準として一つ上のステップ（４０００Ｖ）を使用す
る。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２９．２．３
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
強化絶縁の沿面距離は、表１７の基礎絶縁に対して規定する
値（１．８ｍｍ：動作電圧２５０Ｖ、汚損度２、材料グルー
プⅡ）の２倍（３．６ｍｍ）以上でなければならない。

８． 空間距離、沿面距離及び固体絶縁において、機能絶縁となる
印刷配線間（ヒューズ溶断時に異極となる部分）の空間距離
が、最小１．８ｍｍであった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２９．１．４
（第八条　絶縁性能の保持）
機能絶縁の空間距離は、表１６に規定する値（２．０ｍｍ：
定格電圧２４０Ｖ、定格インパルス電圧２５００Ｖ）以上で
なければならない。ただし、機能絶縁を短絡した状態で１
９．に適合する場合は、空間距離を規定しない。

電気髪ごて④
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 材料試験において、通常の使用状態（平常温度上昇）で、最
高２６０．５℃（周囲温度３０．０℃）になるヒーター部の
絶縁フィルムに、使用温度の上限値が２２６℃（補正値１
６℃）のポリイミドフィルムを使用している。

別表第八１（１）ロ
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
電気絶縁物及び熱絶縁物は、これに接触又は近接する部分の
温度に十分耐え、かつ、吸湿性の少ないものであること。こ
の場合、別表第四１（１）ロ（イ）から（ト）に適合するこ
と。
〔別表第四１（１）ロ（ハ）ｄ〕
別表第十一第１章に掲げる絶縁物であって、その温度限度の
補正値を加えた値の状態で使用される場合は、温度に十分耐
えるものとみなす。
電気髪ごて：電気用品の階級３
使用温度の補正値：１６℃
使用温度の上限値：２１０℃（ポリイミドフィルム：有機材
料）
基準周囲温度：３０℃

２． 構造試験において、極性が異なる充電部相互間（２４０Ｖ）
の空間距離（沿面距離を含む）が、次のとおりであった。
イ．交流回路間（ＡＣＬ－Ｐ１）となる印刷配線間が、固定
ねじを介して、その他の箇所で１．２ｍｍ
ロ．交流回路間（ＡＣＬ－Ｑ２端子板）となる印刷配線間
が、その他の箇所で１．８ｍｍ
ハ．交流回路（赤枠）と整流後等の回路（赤枠周辺にある矢
印の印刷配線）との間になる印刷配線間が、じんあいが侵入
し難い箇所で最小０．４ｍｍ、その他の箇所で最小１．０ｍ
ｍ
ニ．交流回路（パターン面）と整流後等の回路（実装面）と
の間になる印刷配線間が、じんあいが侵入し難い箇所で最小
１．２ｍｍ、その他の箇所で最小１．２ｍｍ
ホ．保護インピーダンス（Ｒ９）間になる印刷配線間が、そ
の他の箇所で最小１．０ｍｍ
ヘ．保護インピーダンス（Ｒ７）間になる印刷配線間が、そ
の他の箇所で最小２．０ｍｍ
ト．交流回路（Ｐ２）と整流後の回路（Ｎ＋）との間になる
印刷配線間が、その他の箇所で最小０．７ｍｍ
チ．スイベル端子間、端子受け金間及びスイベル端子と端子
受け金との間が、その他の箇所で最小２．７ｍｍ

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、以下のとおり。
じんあいが侵入するおそれのない箇所：２．０ｍｍ（２４０
Ｖ）
その他の箇所：３．０ｍｍ（２４０Ｖ）

３． 構造試験において、最大定格電圧が２４０Ｖであるにもかか
わらず、アース機構がなく、かつ、次にあげる人が触れるお
それのある非充電金属部が、二重絶縁又は強化絶縁により充
電部から絶縁されていなかった。
イ．こて面の金属部：強化絶縁となるサーミスタ接続線の厚
みが０．４ｍｍであった。
ロ．スイッチパネル固定ねじの金属部：強化絶縁となる樹脂
製パネルカバーの厚みが０．７ｍｍであった。

別表第八１（２）ソ（イ）
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
定格電圧が１５０Ｖを超えるものにあっては、アース線
（アース用口出し線及び接地極の刃又は刃受けに接続する線
心を含む）またはアース用端子により接地できる構造（アー
ス機構という）であること。ただし、次に掲げるものにあっ
ては、この限りでない。
（イ）二重絶縁又は強化絶縁により充電部から絶縁されてい
る非充電金属部
（別表第八１（７）イ（ハ）ａ（ｂ）：強化絶縁であって、
外傷を受けるおそれのない部分に用いる絶縁物の厚さは、
０．８ｍｍ以上
（別表第八１（７）イ（ハ）ｂ：　強化絶縁の沿面距離は、
５．０ｍｍ以上

４． 表示において、定格電圧が１２５Ｖを超えるにもかかわら
ず、相の表示がなかった。

別表第八１（１２）
（第十九条　表示等（一般））
附表第六に規定する表示の方式により表示すること。
（附表第六）
表示すべき事項
１　相（定格電圧が１２５Ｖを超えるものの場合に限る）
２～１１（省略）
表示の方法
表面の見やすい箇所に容易に消えない方法で、表示するこ
と。

１． 表示及び取扱説明書において、圧縮式機器であるにもかかわ
らず、本体に、定格電流（Ａ）の表示がなかった。

Ｊ６０３３５－２－２４（Ｈ２０）７．１
（第十九条　表示等（一般））
機器には次の表示を行わなければならない。
－定格入力（Ｗ）または定格電流（Ａ）。ただし、アイスク
リーム機器以外の圧縮式機器は、定格電流（Ａ）だけで表示
すること。

２． 表示において、可燃性断熱発泡ガス（シクロペンタン）の表
示が、扉内の銘板にあり、電動圧縮機に近づいたときに確認
できる表示位置になかった。

Ｊ６０３３５－２－２４（Ｈ２０）７．１５
（第十九条　表示等（一般））
圧縮式機器ではＩＳＯ３８６４の警告記号Ｂ．３．２と同様
に、可燃性冷媒のタイプ及び可燃性断熱発泡ガスの表示が、
電動圧縮機に近付いたとき見えなければならない。

電気髪ごて⑤

電気冷蔵庫
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 取扱説明書において、着脱できる電源装置である充電台から
電源供給されている歯ブラシ部本体がクラスⅢ構造であるに
もかかわらず、取扱説明書に、同梱した電源装置だけと一緒
に用いなければならない旨の記載がなかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２７）７．１２
（第十九条　表示等（一般））
着脱できる電源装置から電源供給するクラスⅢ構造部分をも
つ機器の取扱説明書には、機器は機器に同こん（梱）した電
源装置だけと一緒に用いなければならないことを、記載しな
ければならない。

２． 取扱説明書において、電源コードは、交換することができな
い。コードが破損した場合、機器は廃棄しなければならない
旨の表示がなかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２７）７．１２．５
（第十九条　表示等（一般））
電源コードについて、取扱説明書は、次の内容を含んでいな
ければならない。
（中略）
－Ｚ形取付けの機器の場合：電源コードは、交換することが
できない。コードが破損した場合、機器は廃棄しなければな
らない。

３． 電源接続及び外部可とうコードにおいて、クラスⅡ機器であ
るにもかかわらず、電源コードにシースのない平形ビニル
コード（ＶＦＦ）を使用していた。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２７）２５．７
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
クラスⅢ機器以外の機器の電源コードは、次のタイプの一つ
でなければならない。
（中略）
－電気用品の技術上の基準を定める省令の解釈（２０１３０
６０５商局第３号）の別表第一に適合したコード。
ただし、シースがない平形コードをクラス０機器以外の機器
又は床上専用のクラス０機器に用いてはならない。

電気歯ブラシ②

１． 構造試験において、整流後の回路である誘導コイル用エナメ
ル銅線が固定されておらず、エナメル銅線に２Ｎの力を加え
たとき、極性が異なる充電部となる電源電線取り付け部等
（ＡＣ１００Ｖ）に接触し、空間距離が０ｍｍとなった。

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、１．５ｍｍ以上（じんあいが侵入するおそれのない箇
所、１００Ｖ）であること。

１． 構造試験において、電源電線を、器体の内側に向かって５ｃ
ｍの箇所を保持して押し込んだとき、電源電線と内部端子と
の接続部に張力が加わった。

別表第八１（２）ヲ
（第八条　絶縁性能の保持）
電源電線等（固定して使用するもの又は取り付けた状態で外
部に露出しないものを除く。）は、器体の外方に向かって器
体の自重の値の３倍の値（器体の自重の値の３倍の値が１０
ｋｇを超えるものにあっては１００Ｎ、器体の自重の値の３
倍の値が３ｋｇ未満のものにあっては３０Ｎの値）の張力を
連続して１５秒間加えたとき及び器体の内部に向かって電源
電線等の器体側から５ｃｍの箇所を保持して押し込んだと
き、電源電線等と内部端子との接続部に張力が加わらず、か
つ、ブッシングが外れるおそれのないこと。

２． 消費電力の許容差試験において、表示の定格消費電力１Ｗに
対して、測定値が１．４９／１．５３Ｗ（電源周波数５０／
６０Ｈｚ、偏差：＋４９．０／＋５３．０％）であった。

別表第八１（４）ハ（イ）
（第二条第1項　安全原則）
定格消費電力を表示しなければならないものにあっては、次
の表に掲げるとおりとする。
（表）
定格消費電力が１０Ｗ以下のものの許容差は＋２５％以下で
あること。

３． 表示において、定格電圧が１２５Ｖを超えるにもかかわら
ず、相の表示がなかった。

別表第八１（１２）
（第十九条　表示等（一般））
附表第六に規定する表示の方式により表示すること。
（附表第六）
表示すべき事項
１　相（定格電圧が１２５Ｖを超えるものの場合に限る）
２～９（省略）
表示の方法
表面の見やすい箇所に容易に消えない方法で、表示するこ
と。

電気歯ブラシ①

電気歯ブラシ③
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 羽根を囲うガードに、ＪＩＳ　Ｃ　０９２２のテストプロー
ブＢと類似のテストプローブにより３．５Ｎ加えると可動部
である羽根に触れた。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２０．２
（第十一条第1項　機械的危険源による危害の防止）
機器の使用と運転とが両立する限り、機器の運動部分は、通
常使用時に人体に危害を及ぼすことがない適切な位置にある
か、又は外郭で囲っていなければならない。
保護外郭、ガードその他これに類するものは、着脱できない
部分とし、かつ、十分な機械的強度をもっていなければなら
ない。
適否は、目視検査、２１．による試験及びＪＩＳ　Ｃ　０９
２２のテストプローブＢと類似のテストプローブ（非円形面
の代わりに直径が５０ｍｍの円形停止面をもつもの）に５Ｎ
以下の力を加える試験によって判定する。
そのテストプローブが危険な運動部分に触れてはならない。

２． 空間距離において、基礎絶縁である電動機巻線と鉄心間が、
最小１．０ｍｍであった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２９．1
（第八条　絶縁性能の保持）
空間距離は、表１６に規定する値（１．５ｍｍ：定格電圧１
００Ｖ：クラス０機器）以上でなければならない。

扇風機②

１． 構造試験において、電動機鉄心に触れている内部配線の被覆
が損傷していた。

別表第八１（２）イ
（第二条第1項　安全原則）
通常の使用状態において危険が生ずるおそれのないもので
あって、形状が正しく、組立てが良好で、かつ、動作が円滑
であること。

１． 構造試験において、アース用端子ねじにタッピンねじを使用
しているため、アース線を容易に、かつ、確実に取り付ける
ことができなかった。

別表第八１（２）ツ（ホ）ａ
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
アース用端子は、次に適合すること。アース線を容易に、か
つ、確実に取り付けることができること。確実に取り付ける
ことができるとは、別表第四１（２）ナ（イ）ａ及びｂによ
る。

別表第四１（２）ナ（イ）
アース線を容易に、かつ、確実に取り付けることができるこ
と。この場合において、次の接続方法によるものは、「確実
に取り付けることができる」とみなす。
ａ．アース用端子にアース線等を取り付けたとき、その機械
ねじのかん合する有効ねじ山が２山以上のもの
ｂ．通常の使用状態で外部に露出しない速結端子（スプリン
グ式ねじなし端子）（附表第一３に適合するものに限る。）

２． 表示において、始動電流の実測値が６０．３Ａで４５Ａを超
えているにもかかわらずその旨の表示が施されていなかっ
た。

別表第八１（１２）
（第十九条　表示等（一般））
附表第六に規定する表示の方式により表示すること。
（附表第六）
表示すべき事項
１～６（省略）
７　始動電流が４５Ａ（定格電圧が１２５Ｖを超えるものの
場合にあっては、６０Ａ）を超えるもの（単相のものに限
る。）にあっては、その値
表示の方法
表面の見やすい箇所に容易に消えない方法で表示すること。

空気清浄機①

１． 構造試験において、プリント基板上の異極充電部相互間（１
００Ｖ）の空間距離（最小値）が次のとおりであった。
イ．交流－交流：１．３ｍｍ（じんあい有り）
ロ．交流－交流：１．１ｍｍ（じんあい無し）
ハ．交流－直流：１．１ｍｍ（じんあい無し）

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、１．５ｍｍ以上（じんあいが侵入し難い箇所、１００
Ｖ）であること。
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、２．５ｍｍ以上（その他の箇所、１００Ｖ）であるこ
と。

扇風機①

電気冷房機
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 構造試験において、プリント基板上の異極充電部相互間（１
００Ｖ）の空間距離（最小値）が次のとおりであった。
イ．	交流－交流：１．４ｍｍ（じんあい有り）
ロ．	交流－交流：１．１ｍｍ（じんあい無し）
ハ．交流－直流：１．３ｍｍ（じんあい無し）

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、１．５ｍｍ以上（じんあいが侵入し難い箇所、１００
Ｖ）であること。
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、２．５ｍｍ以上（その他の箇所、１００Ｖ）であるこ
と。

２． 構造試験において、高電圧発生ユニットの出力尖頭電圧が
１．１０ｋＶであるにもかかわらず、その近傍又は外郭の見
やすい箇所に高圧のため注意を要する旨の表示がなかった。

別表第八１（２）テ
（第十九条　表示等（一般））
極性が異なる充電部相互間又は充電部と人が触れるおそれの
ある非充電金属部との間の尖頭電圧が６００Ｖを超える部分
を有するものにあっては、その近傍又は外郭の見やすい箇所
に容易に消えない方法で高圧のため注意を要する旨を表示し
てあること。

空気清浄機③

１． 表示及び取扱説明書において、取扱説明書に電源コードが破
損した場合のコードの交換に関する記載がなかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）７．１２．５
（第十九条　表示等（一般））
電源コードについて、取扱説明書は、次の内容を含んでいな
ければならない。
－Ｙ形取付けの機器の場合。
電源コードが破損した場合、コードの交換は危険を防止する
ために、製造業者若しくはその代理店又は同等の有資格者に
よって行わなければならない。

１． 表示及び据付説明書において、据付説明書に「底部に通気口
のある洗濯機に対しては、カーペットが通気口をふさいでは
ならない」が明記されていなかった。

Ｊ６０３３５－２－７（Ｈ２０）７．１２．１
（第十九条　表示等（一般））
据付説明書には、底部に通気口のある洗濯機に対しては、
カーペットが通気口をふさいではならないと明記しなければ
ならない。

２． 耐熱性、耐火性及び耐トラッキング性において、タイマース
イッチ及び切換スイッチの接点を保持している樹脂に対し、
ＪＩＳＣ６０６９５－２－１１のグローワイヤ試験を７５
０℃で行ったところ、瞬時に着火しグローワイヤを引き離し
てからも３０秒以上燃え続けた。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）３０．２．３
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
接続部を保持する非金属材料の部分及びその接続部から３ｍ
ｍ以内の距離にある非金属材料に対し、ＪＩＳＣ６０６９５
－２－１１のグローワイヤ試験を行う。
－ 通常動作で０．２Ａを超える電流が流れる部分の接続部に
対しては７５０ ℃
ＪＩＳＣ６０６９５－２－１１より、“試験片の燃焼若しく
は赤熱がおきないか、又は次の両方の条件があてはまる場
合、試験片はグローワイヤ試験に十分耐えるものとみなす。
a)グローワイヤを引き離した後、試験片の燃焼又は赤熱が３
０秒以内に消える。
すなわちｔｅ≦ｔａ＋３０秒
b)使用した包装用ティシュの指定の敷物の包装用ティシュが
着火しない。

３． 機器本体に、経年劣化に係る注意喚起のための次の表示がな
かった。
（イ）製造年
（ロ）設計上の標準使用期間
（ハ）設計上の標準使用期間を超えて使用すると、経年劣化
による発火・けが等の事項に至るおそれがある旨

Ｊ２０００（Ｈ２０）
（第二十条第1項第三号　表示（長期使用製品安全表示制度に
よる表示））
電気洗たく機（乾燥装置を有するものを除く。）及び電気脱
水機（電気洗たく機と一体となっているものに限る。）に
あっては、機器本体の見やすい箇所に、明瞭に判読でき、か
つ、容易に消えない方法で、次に掲げる事項を表示するこ
と。ただし、産業用のものにあっては、この限りでない。
（イ）製造年
（ロ）設計上の標準使用期間
（ハ）設計上の標準使用期間を超えて使用すると、経年劣化
による発火・けが等の事項に至るおそれがある旨

４． 雑音の強さ（不連続性雑音端子電圧）において、周波数０．
５ＭＨｚで不連続性雑音の許容値を超えるクリックが７７．
５／７７．５％（電源周波数５０／６０Ｈｚ、標準）であっ
た。

Ｊ５５０１４－１（Ｈ２７）４．２
（第十八条　雑音の強さ）
最小観測時間内に発生した不連続性雑音の許容値を超えるク
リック数が総クリック数の２５％以下であること。

電気洗濯機①

空気清浄機②
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 構造試験において、充電部である電動機巻線とアースするお
それのある非充電金属部である電動機鉄心との間の空間距離
が、その他の箇所で最小０．５ｍｍであった。

別表第八１（２）ト
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
充電部とアースするおそれのある非充電金属部との間の空間
距離（沿面距離を含む。）は、２．０ｍｍ以上（その他の箇
所、１００Ｖ）であること。

２． 構造試験において、アース用端子の近傍に、アース用である
旨の表示が施されていなかった。

別表第八１（２）ツ（ニ）ｂ
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
アース用端子には、そのもの（容易に取り外せる端子ねじを
除く。）又はその近傍に容易に消えない方法でアース用であ
る旨の表示を付してあること。ただし、器体の内部にある端
子であって、アース線を取り換えることができないものに
あっては、この限りでない。

３． 構造試験において、アース用端子ねじを取り外したとき、器
体内部にある勘合先のナットが脱落し、アース線を取り付け
ることができなくなった。

別表第八１（２）ツ（ホ）ａ
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
アース用端子は、次に適合すること。アース線を容易に、か
つ、確実に取り付けることができること。確実に取り付ける
ことができるとは、別表第四１（２）ナ（イ）ａ及びｂによ
る。

別表第四１（２）ナ（イ）
アース線を容易に、かつ、確実に取り付けることができるこ
と。この場合において、次の接続方法によるものは、「確実
に取り付けることができる」とみなす。
ａ．アース用端子にアース線等を取り付けたとき、その機械
ねじのかん合する有効ねじ山が２山以上のもの
ｂ．通常の使用状態で外部に露出しない速結端子（スプリン
グ式ねじなし端子）（附表第一３に適合するものに限る。）

４． 構造試験において、アース用端子ねじをアース線と器体内部
のアース用渡り線の取付に兼用していた。

別表第八１（２）ツ（ホ）ｃ
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
アース用端子はアース線以外のものの取り付けに兼用しない
こと。

５． 部品及び附属品において、定格電圧が１１０Ｖの電動機運転
用コンデンサーの端子の両端に、１５７Ｖの電圧が印加され
ていた。

別表第八１（３）イ
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
部品または附属品の定格電圧、定格電流および許容電流は、
これらに加わる最大電圧またはこれらに流れる最大電流以上
であること。

６． 部品及び附属品において、アース線に、断面積が０.７５ｍｍ
２の単心コードを使用していた。

別表第八１（３）ハ（ロ）
（第八条　絶縁性能の保持）

アース線は、断面積が１.２５ｍｍ２以上の単心コードまたは
単心キャブタイヤケーブルであること。

７． 構造試験において、電動機の最下面が床面から測定した結
果、２．６ｃｍであった。

別表第八２（４８）イ（イ）
（第三条第1項　安全機能を有する設計等）
充電部に水がかからず、かつ、卓上型以外のものにあっては
充電部（電源電線と器体との接続部を含む。）及び電動機の
最下面が床面から５ｃｍ以上離れていること。

８． 構造試験において、アース線の長さが２ｍであった。 別表第八２（４８）イ（チ）
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
アース端子を設けるものにあっては、長さが２．５ｍ以上の
アース線を備えていること。

電気洗濯機②
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

９． 構造試験において、保護機能付き以外のコンデンサーであっ
て、防炎性のケースを有さない空間に配置されたコンデン
サーの外面から５０ｍｍ以内に隣接する非金属部がＪＩＳ Ｃ
９３３５－１（２００３）の附属書Ｅに規定するニードルフ
レーム試験において燃焼した。（当該コンデンサーが保護機
能付きのものにあっては、この限りでない。）

別表第八２（４８）イ（ヲ）ｃ
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
電気洗濯機であって、ＪＩＳ Ｃ ４９０８（２００７）に規
定する電気機器用コンデンサーを使用するものは、保安装置
内蔵コンデンサー、保安機構付きコンデンサー又はこれらと
同等のものであること。ただし、次のいずれに適合するもの
にあってはこの限りでない。
（抜粋）
ｃ；コンデンサーの外面から５０ｍｍ以内の隣接する非金属
部がＪＩＳ Ｃ ９３３５－１（２００３）の附属書Ｅに規定
するニードルフレーム試験に適合すること。

10． 機器本体に、経年劣化に係る注意喚起のための次の表示がな
かった。
（イ）製造年
（ロ）設計上の標準使用期間
（ハ）設計上の標準使用期間を超えて使用すると、経年劣化
による発火・けが等の事項に至るおそれがある旨

別表第八２（４８）ヘ
（第二十条第1項第三号　表示（長期使用製品安全表示制度に
よる表示））
電気洗たく機（乾燥装置を有するものを除く。）及び電気脱
水機（電気洗たく機と一体となっているものに限る。）に
あっては、機器本体の見やすい箇所に、明瞭に判読でき、か
つ、容易に消えない方法で、次に掲げる事項を表示するこ
と。ただし、産業用のものにあっては、この限りでない。
（イ）製造年
（ロ）設計上の標準使用期間
（ハ）設計上の標準使用期間を超えて使用すると、経年劣化
による発火・けが等の事項に至るおそれがある旨

11． 雑音の強さ（不連続性雑音端子電圧）において、周波数０．
５５ＭＨｚで不連続性雑音の許容値を超えるクリックが９
０．０／９０．０％（電源周波数５０／６０Ｈｚ、洗い）、
周波数１．４ＭＨｚで不連続性雑音の許容値を超えるクリッ
クが７５．０／７５．０％（電源周波数５０／６０Ｈｚ、洗
い）であった。

別表第十第５章２．２（３）
（第十八条　雑音の強さ）
最小観測時間内に発生した不連続性雑音の許容値を超えるク
リック数が総クリック数の２５％以下であること。

１． 取扱説明書において、「底部に通気口のある洗濯機に対して
は、カーペットが通気口をふさいではならない」が明記され
ていなかった。

Ｊ６０３３５－２－７（Ｈ２０）７．１２．１
（第十九条　表示等（一般））
据付説明書には、底部に通気口のある洗濯機に対しては、
カーペットが通気口をふさいではならないと明記しなければ
ならない。

２． 温度上昇において、９４Ｖ・６０Ｈｚによる運転で、モー
ター巻線の温度上昇値が１１９．０Ｋ（周囲温度２３．
０℃）であった。
又、１０６Ｖ・５０／６０Ｈｚによる運転で、モーター巻線
の温度上昇値が８９．５／８５．５Ｋ（周囲温度２３．
０℃）であった。
ただし、巻線の耐熱クラスがＨ種以上のものにあっては、こ
の限りでない。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）１１．８
（第九条　火災の危険源からの保護）
試験中、温度上昇は継続的に監視し、表３に規定する値を超
えてはならない。
（表３の抜粋）
巻線及びＪＩＳ　Ｃ　４００３に基づく巻線の耐熱クラスが
次の場合：
－巻線－
・Ａ種絶縁のもの：７５Ｋ
・Ｅ種絶縁のもの：９０Ｋ
・Ｂ種絶縁のもの：９５Ｋ
・Ｆ種絶縁のもの：１１５Ｋ
・Ｈ種絶縁のもの：１４０Ｋ

３． 部品及び附属品において、定格電圧が１１０Ｖの電動機運転
用コンデンサーの端子の両端に、１７９．７Ｖの電圧が印加
されていた。
さらに、機器の定格電圧の１．１倍の電圧（１１０Ｖ）で運
転したとき、コンデンサ両端び電圧が１９１．５Ｖであっ
た。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２４．５
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
モータの補助巻線に用いるコンデンサには、定格電圧及び定
格静電容量を表示しなければならず、かつ、これらの表示に
従って用いなければならない。
さらに、モータの巻線と直列に接続したコンデ
ンサの場合は、最小負荷を掛けて、機器の定格電圧の１．１
倍の電圧で機器を運転したときのコンデンサ両端の電圧が、
コンデンサの定格電圧の１．１倍を超えないこと。

電気洗濯機②

電気洗濯機③
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

４． 電源接続及び外部可とうコードにおいて、差込みプラグから
引き出しているアース線が、緑色の被覆であった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２５．１０
（第八条　絶縁性能の保持）
クラス０Ⅰ機器で接地線を附属する場合，接地端子に接続す
る電線は，緑と黄色で配色した被覆をもっていなければなら
ない。

５． 耐熱性、耐火性及び耐トラッキング性において、タイマース
イッチ及び切換スイッチの接点を保持している樹脂に対し、
ＪＩＳＣ６０６９５－２－１１のグローワイヤ試験を７５
０℃で行ったところ、瞬時に着火しグローワイヤを引き離し
てからも３０秒以上燃え続けた。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）３０．２．３
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
接続部を保持する非金属材料の部分及びその接続部から３ｍ
ｍ以内の距離にある非金属材料に対し、ＪＩＳＣ６０６９５
－２－１１のグローワイヤ試験を行う。
－ 通常動作で０．２Ａを超える電流が流れる部分の接続部に
対しては７５０ ℃
ＪＩＳＣ６０６９５－２－１１より、“試験片の燃焼若しく
は赤熱がおきないか、又は次の両方の条件があてはまる場
合、試験片はグローワイヤ試験に十分耐えるものとみなす。
a)グローワイヤを引き離した後、試験片の燃焼又は赤熱が３
０秒以内に消える。
すなわちｔｅ≦ｔａ＋３０秒
b)使用した包装用ティシュの指定の敷物の包装用ティシュが
着火しない。

６． 雑音の強さ（不連続性雑音端子電圧）において、周波数０．
５ＭＨｚで不連続性雑音の許容値を超えるクリックが８５．
０／８２．５％（電源周波数５０／６０Ｈｚ、洗い）、周波
数１．４ＭＨｚで不連続性雑音の許容値を超えるクリックが
８０．０／７５．０％（電源周波数５０／６０Ｈｚ、洗い）
であった。

Ｊ５５０１４－１（Ｈ２７）４．２
（第十八条　雑音の強さ）
最小観測時間内に発生した不連続性雑音の許容値を超えるク
リック数が総クリック数の２５％以下であること。

１． 材料試験において、通常の使用状態（平常温度上昇試験）で
１９２．０℃（周囲温度３０．０℃）になる電動機巻線の表
面に、溝絶縁及び電動機口出し線用保護チューブが接触して
いるにもかかわらず、その使用温度の上限値が５８℃（補正
値８℃）であった。なお、当該材料が不明のため、絶縁物の
使用温度の上限値は、５０℃で評価した。
ただし、使用温度の上限値が１９２℃（基準周囲温度３
０℃）以上の絶縁物を使用している場合にあっては、この限
りでない。

別表第八１（１）ロ
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
電気絶縁物及び熱絶縁物は、これに接触又は近接する部分の
温度に十分耐え、かつ、吸湿性の少ないものであること。こ
の場合、別表第四１（１）ロ（イ）から（ト）に適合するこ
と。
〔別表第四１（１）ロ（ハ）ｄ〕
別表第十一第１章に掲げる絶縁物であって、その温度限度の
補正値を加えた値の状態で使用される場合は、温度に十分耐
えるものとみなす。
電気ドリル（携帯用のもの）：電気用品の階級２
使用温度の補正値：８℃
使用温度の上限値：５０℃（材料不明）
基準周囲温度：３０℃

２． 電圧変動による運転性能において、平常温度上昇試験の条件
（全負荷電流、右回転）で、定格電圧に対して－１０％（９
０Ｖ）に変動させたとき、約１７分後に、発煙が見られ、支
障なく運転を継続できなくなった。

別表第八１（６）
（第三条第1項　安全機能を有する設計等）
平常温度試験の状態において、定格周波数に等しい周波数の
定格電圧に等しい電圧を加えて連続して運転し、電圧を定格
電圧に対して±１０％変動させた場合に、支障なく運転が継
続できること。

３． 平常温度上昇試験において、抵抗法で測定した電動機固定子
巻線の温度が１５０．１／１９２．０（５０／６０Ｈｚ、右
回転、周囲温度３０．０／３０．０℃）であった。

別表第八２（６４）ハ（イ）
（第九条　火災の危険源からの保護）
表示された全負荷電流に等しい電流を負荷した状態におい
て、各部の温度上昇がほぼ一定となった時（短時間定格のも
のにあっては、その表示された定格時間に等しい時間が経過
した時）の各部の温度は次の値以下であること。
－巻線－
・Ａ種絶縁のもの：１０５℃
・Ｅ種絶縁のもの：１２０℃
・Ｂ種絶縁のもの：１２５℃
・Ｆ種絶縁のもの：１４０℃
・Ｈ種絶縁のもの：１６５℃

電気ドリル

電気洗濯機③
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

エル・イー・
ディー・ランプ①

１． 構造試験において、外側電極と内部配線との接続が合成樹脂
を介して接続されるにもかかわらず、金属弾性体で歪みを補
う処置が施されていない熱可塑性樹脂であった。

別表第八１（２）リ
（第九条　火災の危険源からの保護）
充電部相互間又は充電部と非充電部との接続部分は、通常の
使用状態において、緩みが生ぜず、かつ、温度に耐えるこ
と。
（解説の抜粋）
リ（２）ａ
合成樹脂を介して締め付け、かしめ等により接続するものの
合成樹脂にあっては、別表の第十一、第１章の表の左欄に掲
げる絶縁物の種類ごとに同表の右欄に掲げる使用温度の上限
値以下で使用されるものであって、かつ、次に適合するも
の。
イ　熱硬化性樹脂のもの
ロ　バネ、座金等の金属弾性体で歪を補う処置を施した熱可
塑性樹脂のもの。この場合において、最大電流が１Ａ以下の
部分に使用するものに限る。

１． 構造において、本体とランプカバーの組立を接着剤等で固定
しておらず、本体にはめ込まれただけであるので、手で容易
に取り外すことのできるランプカバーを外したとき、器体内
部の基板の充電部に試験指が触れた。

別表第八１（２）ヘ
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
充電部には、容易に取り外すことができる部分を取り外した
状態で別表第四１（２）ハの図に示す試験指が触れないこ
と。

２． 構造試験において、外側電極と内部配線との接続が合成樹脂
を介して接続されるにもかかわらず、金属弾性体で歪みを補
う処置が施されていない熱可塑性樹脂であった。

別表第八１（２）リ
（第九条　火災の危険源からの保護）
充電部相互間又は充電部と非充電部との接続部分は、通常の
使用状態において、緩みが生ぜず、かつ、温度に耐えるこ
と。
（解説の抜粋）
リ（２）ａ
合成樹脂を介して締め付け、かしめ等により接続するものの
合成樹脂にあっては、別表の第十一、第１章の表の左欄に掲
げる絶縁物の種類ごとに同表の右欄に掲げる使用温度の上限
値以下で使用されるものであって、かつ、次に適合するも
の。
イ　熱硬化性樹脂のもの
ロ　バネ、座金等の金属弾性体で歪を補う処置を施した熱可
塑性樹脂のもの。この場合において、最大電流が１Ａ以下の
部分に使用するものに限る。

３． 構造試験において、口金の絶縁物の直径φＬの寸法が１４．
９２ｍｍであった。

別表第八２（８６の６の２）イ（ロ）
（第二条第2項　安全原則）
口金のかん合部の寸法は、ＪＩＳ Ｃ ７７０９－１「電球類
の口金・受金及びそれらのゲージ並びに互換性・安全性　第1
部　口金」に適合すること。
（ＪＩＳの抜粋）
シート　１－２１－３
Ｅ２６／２５　Ｅ２６／２７　口金
口金の絶縁物の直径の寸法
・１５．２４～１７．０１ｍｍ

１． 構造試験において、プリント基板上のパターン（充電部）と
金属基板（人が触れるおそれのある非充電金属部）との間の
空間距離（最小値）が０．５ｍｍであった。

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
充電部とアースするおそれのある非充電金属部との間の空間
距離（沿面距離を含む。）は、１．５ｍｍ以上（じんあいが
侵入し難い箇所、１００Ｖ）であること。

２． 雑音の強さ（連続性雑音端子電圧）において、周波数が５２
６．５ｋＨｚ以上５ＭＨｚ以下の範囲で最大値が６１．５ｄ
Ｂ(測定周波数５２６．５ｋＨｚ、電源周波数５０Ｈｚ）で
あった。

別表第十第７章１．２（１）
（第十八条　雑音の強さ）
連続性雑音端子電圧（電源端子）は、周波数が５２６．５ｋ
Ｈｚ以上５ＭＨｚ以下の範囲にあっては５６ｄＢ以下、５Ｍ
Ｈｚを超え３０ＭＨｚ以下の範囲にあっては６０ｄＢ以下で
あること。

電気スタンド②

１． 器体外郭の表面、外箱のいずれにも力率及び入力電流が記載
されていなかった。なお、本体と外箱の他に、取扱説明書は
なかった。

Ｊ６０５９８－１（Ｈ２６）３．３
（第十九条　表示等（一般））
３．３．９　製造事業者は、力率及び入力電流について情報
を提供できるようにしておかなければならない。

エル・イー・
ディー・ランプ②

電気スタンド①
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 表示において、表示すべき事項である定格電流及び屋外用の
旨の表示がなかった。(包装箱に屋外で使用できる旨の表記が
あったため屋外用と判断した)

別表第八１（１２）
（第十九条　表示等（一般））
附表第六に規定する表示の方式により表示すること。
（附表第六　抜粋）
１．定格電圧
２．定格電流
３．屋外用のものにあっては、その旨
４．二重絶縁構造のものにあっては、回の記号

２． 構造試験において、電源電線（ＬＥＤドライバー出力線）及
び光源相互間を接続する電線がビニルコードで断面積が０．

１６ｍｍ２及び０．１４ｍｍ２であった。

別表第八２（８８）イ（イ）ｂ
（第四条　供用期間中における安全機能の維持）
屋外用のものにあっては、別表第一の規定又は別表第十二の
規定に適合するキャブタイヤコード若しくはキャブタイヤ

ケーブルであってその断面積は０．７５ｍｍ２以上のものであ
ること。

３． 構造試験において、送り用接続器の近傍に接続出来る最大電
流等の表示、及び送り用接続器を使用しない場合はふたをし
ておく旨の表示がなかった。

別表第八２（８８）イ（ハ）ｅ
（第四条　供用期間中における安全機能の維持）
光源にエル・イー・ディーを使用するものにあっては、送り
用接続器の近傍にラベル等の適当な方法により最大電流及び
定格電圧又は、接続できる光源数、光源の種類、並びに送り
用接続器を使用しない場合はふたをしておく旨の表示を付し
てあること。

４． 雑音の強さ（連続性雑音端子電圧）において、周波数が５２
６．５ｋＨｚ以上５ＭＨｚ以下の範囲で最大値が７９．３／
７９．１ｄＢ(測定周波数５２６．５／５２６．５ｋＨｚ、電
源周波数５０／６０Ｈｚ）であった。

別表第十第５章２．２（１）
（第十八条　雑音の強さ）
連続性雑音端子電圧（電源端子）は、周波数が５２６．５ｋ
Ｈｚ以上５ＭＨｚ以下の範囲にあっては５６ｄＢ以下、５Ｍ
Ｈｚを超え３０ＭＨｚ以下の範囲にあっては６０ｄＢ以下で
あること。

１． 表示において、器具の包装又は取扱説明書に、包装した状態
でライティングチェーンに電源を接続してはならない旨の記
載がなかった。

Ｊ６０５９８－２－２０（Ｈ２５）２０．６．１
（第十九条　表示等（一般））
ライティングチェーンには、次の情報を表示しなければなら
ない。
b) ライティングチェーンには、次の警告の要旨を表示しなけ
ればならない。
3) 包装が展示目的に適合している場合を除き、包装した状態
でライティングチェーンに電源を接続してはならない。

２． 屋外用にもかかわらず、電源コードに平形コード（ＶＦＦ）
が使用されていた。また、電源コード及び外部可とうコード

の断面積が０．５ｍｍ２及び０．２ｍｍ２であった。

Ｊ６０５９８－２－２０（Ｈ２５）２０．１１．１
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
ライティングチェーンに用いる内部及び外部電線は、この規
格の表１に示す電線と同等若しくはそれ以上のもの、又は電
気用品の技術上の基準を定める省令（昭和３７年通商産業省
令第８５号）第１項別表第一に適合する電線（屋外用ライ
ティングチェーンの外部電線は、キャブタイヤヤーブル若し
くはキャブタイヤコードであって、その断面積が０．７５ｍ

ｍ２以上のものに限る。）でなければならない。

３． 屋外用にも係わらず普通形の差込みプラグを使用していた。 Ｊ６０５９８－２－２０（Ｈ２５）２０．１１．３
（第八条　絶縁性能の保持）
屋外用のライティングチェーンは、防まつ形プラグを用いる
か、又は電線接続箱の中で電線を永久的に固定接続しなけれ
ばならない。

その他の白熱電灯
器具

１． 構造試験において、交換が可能な白熱電球の取り付け部近傍
及び銘板のいずれにも適用ランプの種類の表示が施されてお
らず、電球の取換えが確実に行えなかった。

別表第八１（２）ラ（ロ）
（第二条第1項　安全原則）
電球又は放電管の取換え又は清掃のために開閉する部分の締
付けは、容易に、確実に、かつ、安全にできること。
（解説３７）
照明用の電球、放電管等の近傍又は外郭の見やすい箇所に適
用ランプの種類及び定格電圧（放電ランプを除く。）の表示
を付してあるものは、「取換え」が確実にできるものとみな
す。

装飾用電灯器具①

装飾用電灯器具②
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 構造試験において、プリント基板上の空間距離（沿面距離を
含む）が次のとおりであった。
イ．極性が異なる充電部相互間（ＡＣ２４０Ｖと整流後の回
路との間）の空間距離が１．５ｍｍであった。
ロ．極性が異なる充電部相互間（ＡＣ２４０Ｖ）の空間距離
が１．８ｍｍであった。

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、２ｍｍ以上（じんあいが侵入し難い箇所、２４０Ｖ）で
あること。

２． 構造試験において、内部配線に２Ｎの力を加えたとき、金属
枠（本体）の鋭利な箇所であるねじ止め穴及びソケット取付
け支柱に触れ、内部配線の被覆が損傷し、感電等の危険が生
ずるおそれがあった。

別表第八１（２）ヌ（ハ）
（第八条　絶縁性能の保持）
被覆を有する電線を固定する場合、貫通孔を通す場合又は２
Ｎの力を電線に加えたときに他の部分に接触する場合は、被
覆を損傷しないようにすること。ただし、危険が生ずるおそ
れのない場合にあっては、この限りでない。

３． 構造試験において、最大定格電圧が２４０Ｖであるにもかか
わらず、アース機構がなかった。

別表第八１（２）ソ
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
定格電圧が１５０Ｖを超えるものにあっては、ア－ス線（ア
－ス用口出し線及び接地極の刃又は刃受けに接続する線心を
含む。）又はア－ス端子により接地できる構造であること。

４． 構造試験において、安全性について実証できない直管型ＬＥ
Ｄランプ（Ｇ１３口金）を使用しており、使用者によって取
り付け、又は取り外しができる構造であった。

別表第八１（２）ラ（ロ）
（第二条第1項　安全原則）
電球又は放電管の取換え又は清掃のために開閉する部分の締
付けは、容易に、確実に、かつ、安全にできること。

１． 銘板に記載されている次の表示事項の文字及び数字の高さが
１．５ｍｍであった。
（１）製造者名
（２）定格電圧
（３）型番
（４）定格周波数
（５）定格消費電力

Ｊ６０５９８－２－１（Ｈ２３）１．５

Ｊ６０５９８－１（Ｈ２６）３．２
（第十九条　表示等（一般））
３．２　文字及び数字の高さは、２ｍｍ以上でなければなら
ない。

２． 器体外郭の表面及び取扱説明書のいずれにおいても、力率の
表示が施されていなかった。

Ｊ６０５９８－２－１（Ｈ２３）１．５

Ｊ６０５９８－１（Ｈ２６）３．３
（第十九条　表示等（一般））
３．３．９　製造事業者は、力率及び入力電流について情報
を提供できるようにしておかなければならない。

３． 表示に対する試験において、表示が読み取れず、まくれあが
りが生じた。

Ｊ６０５９８－２－１（Ｈ２３）１．５

Ｊ６０５９８－１（Ｈ２６）３．４
（第十九条　表示等（一般））
３．４　表示の耐久性は、水に浸した布きれで１５秒間軽く
こすり、乾かした後に、石油成分溶液に浸した布切れで更に
１５秒間軽くこすり、その後、第１２章で規定する試験の完
了後、表示は読み取れ、表示銘板は容易に取り外せず、ま
た、まくれあがりが生じてはならない。

４． 絶縁距離において、光源基板を金属外郭に固定するねじが、
光源基板の充電部パターンに接触していたため、充電部と金
属外郭間のアース間の距離が、０ｍｍであった。

Ｊ６０５９８－２－１（Ｈ２３）１．７

Ｊ６０５９８－１（Ｈ２６）１１．２
（第八条　絶縁性能の保持）
表Ｍ．１に記載した箇所の間隔は、適切な距離を置かなくて
はならない。沿面距離及び空間距離は、表１１．１及び表１
１．２に示す値以上でなければならない。

－充電部と可触金属部との間の沿面距離（クラス０機器、基
礎絶縁）は、１．５ｍｍ（１００Ｖ）であること。

５． 構造試験において、器体内部の充電部に試験指が触れた。 Ｊ６０５９８－２－１（Ｈ２３）１．１１

Ｊ６０５９８－１（Ｈ２６）８．２．１
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
８．２．１　照明器具は、通常の使用状態に取り付けて配線
したとき、及び手で照明器具が開けられない場合でも、ラン
プ交換またはスタータ交換（交換可能な場合）のために開け
たときは、充電部が可触とならない構造でなければならな
い。

６． 妨害波試験（妨害波電力）において、測定周波数が３０ＭＨ
ｚ以上３００ＭＨｚ以下の範囲で最大値が５３．９／５４．
５ｄＢ(測定周波数４７．７９／４７．６６ＭＨｚ、電源周波
数５０／６０Ｈｚ)であった。

Ｊ５５０１５（Ｈ２０）
（第十八条　雑音の強さ）
妨害波電力は、周波数が３０ＭＨｚ以上３００ＭＨｚ以下の
周波数範囲で、準尖頭値にあっては４５～５５ｄＢ以下、平
均値にあっては３５～４５ｄＢ以下であること。なお、最高
値となった測定周波数４７．７９／４７．６６ＭＨｚにおけ
る許容値は４５．７／４５．７ｄＢ（準尖頭値）以下である
こと。

エル・イー・
ディー・電灯器具

②

エル・イー・
ディー・電灯器具

①
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 構造試験において、電源電線を器体の外方に向かって５０Ｎ
の張力を加えたとき、電源電線の接続部に張力が加わった。

別表第八１（２）ヲ
（第八条　絶縁性能の保持）
電源電線等（固定して使用するもの又は取り付けた状態で外
部に露出しないものを除く。以下ヲにおいて同じ。）は、器
体の外方に向かって器体の自重の値の３倍の値（器体の自重
の値の３倍の値が１０ｋｇを超えるものにあっては１００
Ｎ、器体の自重の値の３倍の値が３ｋｇ未満のものにあって
は３０Ｎの値）の張力を連続して１５秒間加えたとき及び器
体の内部に向かって電源電線等の器体側から５ｃｍの箇所を
保持して押し込んだとき、電源電線等と内部端子との接続部
に張力が加わらず、かつ、ブッシングが外れるおそれのない
こと。

２． 構造試験において、安全性について実証できない直管型ＬＥ
Ｄランプ（Ｇ１３口金）を使用しており、使用者によって取
り付け、又は取り外しができる構造であった。

別表第八１（２）ラ（ロ）
（第二条第1項　安全原則）
電球又は放電管の取換え又は清掃のために開閉する部分の締
付けは、容易に、確実に、かつ、安全にできること。

３. 表示において、定格銘板がなく表示すべき事項である次の事
項が表示されていなかった。
　①定格電圧
　②定格消費電力
　③定格周波数

別表第八１（１２）
（第十九条　表示等（一般））
附表第六に規定する表示の方式により表示すること。
（附表第六）
表示すべき事項
１ 定格電圧
２ 定格消費電力(放電灯、変圧器、電動機又はランプ制御装
置を有するものの場合に限る｡)
３ 適用光源の定格消費電力(使用者が交換できる光源をもつ
ものに限る｡)
４ 定格周波数（放電灯、変圧器、電動機又はランプ制御装置
を有するものの場合に限る。）
５ 屋外用のものにあっては、その旨（その他の白熱電灯器
具、その他の放電灯器具及びエル・イー・ディー・電灯器具
の場合に限る。）
６ 屋内用のものにあっては、その旨（広告灯及びハンドラン
プの場合に限る｡)
７ 二重絶縁構造のものにあっては、回の記号

４． 構造試験において、屋外用のものであるにもかかわらず、
アース機構がなかった。（屋内用の表示がないため、屋外用
と判断した。）

別表第八２（８６の８）イ（ロ）
（第五条　使用者及び使用場所を考慮した安全設計）
屋外用のものであっては、アース機構を設けてあること。た
だし、器体の外部に金属が露出していないもの及び二重絶縁
構造のものにあっては、この限りでない。

５． 雑音の強さ（連続性雑音端子電圧）において、周波数が５２
６．５ｋＨｚ以上５ＭＨｚ以下の範囲で最大値が８０．３／
８０．４ｄＢ(測定周波数５３７／５３７ｋＨｚ、電源周波数
５０／６０Ｈｚ）であった。

別表第十第７章１．２（１）
（第十八条　雑音の強さ）
連続性雑音端子電圧（電源端子）は、周波数が５２６．５ｋ
Ｈｚ以上５ＭＨｚ以下の範囲にあっては５６ｄＢ以下、５Ｍ
Ｈｚを超え３０ＭＨｚ以下の範囲にあっては６０ｄＢ以下で
あること。

広告灯①
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 表示において、銘板に記載されている「製造者名」の文字の
高さが１．５ｍｍであった。

Ｊ６０５９８－２－４（Ｈ２３）４．５

Ｊ６０５９８－１（Ｈ２６）３．２
（第十九条　表示等（一般））
３．２　文字及び数字の高さは、２ｍｍ以上でなければなら
ない。

２. 表示において、取扱説明書に、外部可とうケーブル又はコー
ドの取り替えに関する記載がなかった。

Ｊ６０５９８－２－４（Ｈ２３）４．５

Ｊ６０５９８－１（Ｈ２６）３．３．１７
（第十九条　表示等（一般））
３．３．１７　タイプＸ、タイプＹ又はタイプＺ取付方法の
照明器具に対し、設置のための取扱説明書には、次の情報を
記載しなければならない。
－ 特別に用意したコードをもつタイプＸ取付方法に対して：
　　照明器具の外部可とうケーブル又はコードが損傷を受け
たとき、特別のコード又は製造業者若しくはその代理者だけ
から入手できる専用のコードに取り替えなければならない。
－　タイプＹ取付方法に対して：
　　照明器具の外部可とうケーブル又はコードが損傷を受け
たとき、危険を避けるために、製造業者、その代理者又は同
様の資格をもつ人だけがそれを取り替えることができる。

３． 表示において、使用者非交換形光源である適合ランプを使用
しているが、取扱説明書に次の主旨の情報がなかった。
“この照明器具の光源は、製造業者、製造業者の代理者又は
類似の有資格者だけが交換できます。”又は、“使用者は、
この照明器具の光源は交換しないで下さい。”

Ｊ６０５９８－２－４（Ｈ２３）４．５

Ｊ６０５９８－１（Ｈ２６）３．３．２０Ａ
（第十九条　表示等（一般））
３．３．２０Ａ　非交換形光源及び使用者非交換形光源をも
つ照明器具は、取扱説明書に次の主旨の情報を記載しなけれ
ばならない。
－ 使用者非交換形光源に対して：
“この照明器具の光源は、製造業者、製造業者の代理者又は
類似の有資格者だけが交換できます。”又は、“使用者は、
この照明器具の光源は交換しないで下さい。”

４． 感電に対する保護において、手でファスナー部（バルーン固
定用ファスナー及びサイドのファスナー）を開けたとき、充
電部（端子台の端子及びコンデンサの端子）に試験指が触れ
た。
また、基礎絶縁だけで絶縁された内部配線、器具内用制御装
置に試験指が触れた。

Ｊ６０５９８－２－４（Ｈ２３）４．１１

Ｊ６０５９８－１（Ｈ２６）８．２．１
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
８．２．１　照明器具は、通常の使用状態に取り付けて配線
したとき、及び手で照明器具が開けられない場合でもランプ
交換又はスタータ交換のために開けたときは、充電部が可触
とならない構造でなければならない。クラス０照明器具を除
き、基礎絶縁した部分は、偶然の接触に対して適切な保護の
ない照明器具の外側で使用してはならない。
注記１　ここでいう基礎絶縁した部分には、内部配線、器具
内用制御装置などがある。
通常の使用状態に取り付けた状態、及び／又は組み立てた状
態で、標準試験指が充電部に触れてはならない。

５． 取扱説明書に必要となる監視、又は清掃目的に関する記載が
なかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２７）７．１２
（第十九条　表示等（一般））
７．１２　取扱説明書には、次の趣旨を記載しなければなら
ない。
－　この機器は、安全に責任を負う人の監視又は指示がない
限り、補助を必要とする人（子供を含むが単独で機器を用い
ることを意図していない。）
－　この機器で遊ぶことがないように、子供を監視すること
が望ましい。

Ｊ６０３３５－２－８０（２０１９）７．１２
７．１２　清掃目的のためにガードを取り外す旨の記載が取
扱説明書にある場合、取扱説明書には、次の趣旨を記載しな
ければならない。
”ガードを取り外す前に、ファンの電源が遮断されているこ
とを確認する。”

６． 危険な運動部となるファンの羽根に対する保護がなく、検査
プローブが触れた。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２７）２０．２
(第十一条第1項　機械的危険源による危害の防止)
２０．２　機器の使用と運転とが両立する限り、機器の運動
部は，通常使用時に人体を傷害、から適切に保護するように
配置されているか、又は外郭で囲っていなければならない。
（中略）
適否は、目視検査、２１．１による試験及びＪＩＳ　Ｃ　０
９２２の検査プローブＢと類似の検査プローブ（非円形面の
代わりに直径が５０ｍｍの円形停止面をもつもの）に５Ｎ以
下の力を加える試験によって判定する。
（中略）
検査プローブが危険な運動部に触れてはならない。

広告灯②
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 説明書において、「遮断デバイスは容易に操作できるように
なっていなければならない。」旨の記載がなかった。

Ｊ６００６５（Ｈ２６）５．４．２
（第十九条　表示等（一般））

主電源から分離するデバイスについて、説明書に次の事項を
含めなければならない。
ａ）遮断デバイスとして主電源プラグ又は機器用カプラを用
いる場合：この遮断デバイスは容易に操作できるようにして
おかなければならない旨の記載

２． 雑音の強さ（妨害波電力）において、周波数が３０ＭＨｚ以
上３００ＭＨｚ以下の範囲で、平均値の最大値が４４．７／
４５．０ｄＢ（測定周波数３０．４１ＭＨｚ、電源周波数５
０／６０Ｈz）であった。また、上記測定値はあらゆるモード
で測定した中での最高値である。

Ｊ５５０１３（Ｈ２２）４．５
（第十八条　雑音の強さ）
妨害波電力は、３０ＭＨｚ以上３００ＭＨｚ以下の周波数範
囲にあっては準尖頭値は４５～５５ｄＢ以下、平均値は３５
～４５ｄＢ以下であること。なお、最高値となった測定周波
数３０．４１ＭＨｚにおける許容値は３５．０ｄＢ（平均
値）以下であること。

１． 表示において、電源の種類を示す交流記号の表示がなかっ
た。

Ｊ６００６５（Ｈ２６）５．１
（第十九条　表示等（一般））
機器には、次の表示を行わなければならない。
d) 電源の種類

２． 説明書において、「遮断デバイスは容易に操作できるように
なっていなければならない。」旨の記載がなかった。

Ｊ６００６５（Ｈ２６）５．４．２
（第十九条　表示等（一般））
主電源から分離するデバイスについて、説明書に次の事項を
含めなければならない。
ａ）遮断デバイスとして主電源プラグ又は機器用カプラを用
いる場合：この遮断デバイスは容易に操作できるようにして
おかなければならない旨の記載

３． ２次側の内部配線に、２Ｎの力を加えたとき、１次側の部品
（ヒューズクリップ）に接触し、二重絶縁が保たれなかっ
た。

Ｊ６００６５（Ｈ２６）８．１０
（第八条　絶縁性能の保持）
クラスＩＩ機器は、次の部分間に二重絶縁を備えなければな
らない。
－可触部と主電源に導電的に接続した電線又はケーブルの導
体との間
－可触導電部に接続した電線又はケーブルの導体と主電源に
導電的に接続した部分との間

４． 部品において、電流ヒューズ近傍に相対的溶断時間／電流特
性及び遮断容量を示す記号の表示がなかった。

Ｊ６００６５（Ｈ２６）１４．５．２．２
（第十九条　表示等（一般））
ＪＩＳ　Ｃ　６５７５の規格群に規定するヒューズは、次の
表示をヒューズホルダ又はヒューズ近傍に記載の順序で行わ
なければならない。
－相対的遮断時間／電流特性を示す記号
－１Ａ未満の定格電流の場合は電流をミリアンペアで示し、
１Ａ以上の定格電流の場合は電流をアンペアで示す。
－該当する場合、そのヒューズの遮断容量を示す記号
－誤って、より低い定格電圧のヒューズを装着する可能性が
ある場合、ヒューズの電圧定格。

５． 外部可とうコードにおいて、主電源可とうコードに、シース
のない平形ビニルコード（ＶＦＦ）を使用していた。

Ｊ６００６５（Ｈ２６）１６．１
（第六条　耐熱性等を有する部品及び材料の使用）
主電源可とうコードは、ＰＶＣ製の場合はＪＩＳ　Ｃ　３６
６２の規格群、若しくは合成ゴムコードの場合はＪＩＳ　Ｃ
３６６３の規格群に規定するシース付きのもの、又は電気用
品の技術上の基準を定める省令（昭和３７年通産省産業省令
第８５号）第１項別表第一に規定するシース付きのものでな
ければならない。

６． 外部可とうコードにおいて、４０Ｎの引張力を加えたとき、
２ｍｍを超える変位が発生した。また、機器内部へコード押
込みが可能であった。

Ｊ６００６５（Ｈ２６）１６．５
（第八条　絶縁性能の保持）
一つ以上の危険な活電導体を含む外部可とうコードを機器に
用いる場合、導体の接続部に張力が加わらないように、外被
を摩耗から保護し、かつ、導体がねじれないようにコードを
接続できなければならない。
さらに、開口部から機器内部にコードを押し込むことによっ
て、この規格に不適合となる場合、外部コードを機器内に押
し込むことができてはならない。

その他の音響機器
①

その他の音響機器
②
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 構造試験において、基板１次側充電部（ＡＣ１００Ｖ）と
アースするおそれのある非充電金属部である基板２次側充電
部（金属外郭に接続）との間の空間距離（沿面距離を含む）
が１．２ｍｍであった。

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
充電部とアースするおそれのある非充電金属部との間の空間
距離（沿面距離を含む。）は、１．５ｍｍ以上（じんあいが
侵入し難い箇所、１００Ｖ）であること。

２． 構造試験において、交換が可能である電流ヒューズが５００
ｍＡであるにもかかわらず、基板上の定格電流の表示が２５
０ｍＡであった。

別表第八１（２）マ
（第十九条　表示等（一般））
ヒューズを取り付けるものにあっては、その銘板または
ヒューズの取付け部に、電流ヒューズにあっては定格電流
を、温度ヒューズにあっては定格動作温度を、容易に消えな
い方法で表示すること。ただし、取り換えることができない
ヒューズにあっては、この限りでない。

３． 消費電力の許容差試験において、定格消費電力１８Ｗ（取扱
説明書による）に対して、電源電圧が１００Ｖのときに測定
した測定値が１０．５／９．１Ｗ（電源周波数５０／６０Ｈ
ｚ、偏差：－４１．７／－５０．６％）であった。

別表第八１（４）ハ（イ）
（第二条第1項　安全原則）
定格消費電力を表示しなければならないものにあっては、次
の表に掲げるとおりとする。
（表）
定格消費電力が１０Ｗを超え３０Ｗ以下のものの許容差は±
２５％以内であること。

４． 表示において、表示すべき事項である「定格消費電力」の表
示が器体表面の見やすい箇所になかった。

別表第八１（１２）
（第十九条　表示等（一般））
附表第六に規定する表示の方式により表示すること。
（別表第六）
（省略）
2 定格消費電力
（省略）

１． 構造試験において、プリント基板上チョークコイル(ＬＦ１)
の交流巻線間の空間距離（沿面距離を含む。）が最小１．５
ｍｍであった。

別表第八１（２）ト
（第八条　絶縁性能の保持）
極性が異なる充電部相互間の空間距離（沿面距離を含む。）
は、２．５ｍｍ以上（その他の箇所、１００Ｖ）であるこ
と。

２． 構造試験において、二重絶縁構造にもかかわらず１次回路と
２次回路の間にコンデンサーが接続されていた。

別表第八１（７）ト
（第七条第1項第一号　感電に対する保護）
充電部（１次側）とアースするおそれのある非充電金属部
（２次側）との間に、コンデンサーを接続していないこと。

電子レンジ

１． 内部配線において、内部配線の絶縁物を傷つけるおそれがあ
るメイン電源基板の印刷配線面に、接触することがないよう
に、保護されていなかった。

Ｊ６０３３５－１（Ｈ２０）２３．１
（第八条　絶縁性能の保持）
配線路は、滑らかでなければならず、かつ、とがった角が
あってはならない。
電線は、その絶縁物を傷つけるおそれがあるバリ、冷却フィ
ン、その他これらに類する角の部分に接触することがないよ
うに保護しなければならない。

その他の音響機器
③

テレビジョン受信
機
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電気用品名 適合すべき技術基準(要旨)技術基準不適合箇所の内容

１． 構造試験において、交換が可能なエル・イー・ディー・ラン
プの取り付け部近傍及び銘板のいずれにも適用ランプの種類
の表示が施されておらず、電球の取換えが確実に行えなかっ
た。

別表第八１（２）ラ（ロ）
（第二条第1項　安全原則）
電球又は放電管の取換え又は清掃のために開閉する部分の締
付けは、容易に、確実に、かつ、安全にできること。
（解説３７）
照明用の電球、放電管等の近傍又は外郭の見やすい箇所に適
用ランプの種類及び定格電圧（放電ランプを除く。）の表示
を付してあるものは、「取換え」が確実にできるものとみな
す。

２． 消費電力の許容差試験において、表示の定格消費電力６０Ｗ
に対して、測定値が６．４７／６．４７Ｗ（電源周波数５０
／６０Ｈｚ、偏差：－８９．２／－８９．２％）であった。

別表第八１（４）ハ（イ）
（第二条第1項　安全原則）
定格消費電力を表示しなければならないものにあっては、次
の表に掲げるとおりとする。
（表）
定格消費電力が３０Ｗを超え１００Ｗ以下のものの許容差は
±２０％以下であること。

リチウムイオン蓄
電池①

１． 過充電の保護機能試験において、電池ブロックの電圧の測定
値が最大で４．３８５Ｖであり、上限充電電圧（４．２５
Ｖ：事業者宣言値）を超えていた。

別表第九３（１１）
（第三条第1項　安全機能を有する設計等）
周囲温度が２０±５℃である状態において、次のいずれかの
方法で試験を行つたとき、組電池内の電池ブロックが附表第
一表２の上限充電電圧を超えないこと。
ただし、過充電の保護機能は組電池に備えるか、または組電
池を装着した機器若しくは充電器に備えてもよい。
イ．１個の電池ブロックで構成される組電池にあっては、充
電時に電池ブロックに加えられる電圧を測定する。
ロ．電池ブロックを直列に２個以上接続した構造の組電池に
あっては、各電池ブロックの電圧を計測しながら充電を行
い、同時に一つの電池ブロックを徐々に強制的に放電させ、
そのほかの各電池ブロックの電圧を測定する。
ハ．電池ブロックを直列に２個以上接続した構造の組電池に
あっては、各電池ブロックの電圧を計測しながら附表第一表
２の上限充電電圧を超える電圧を電池ブロックに加え、充電
が停止するときの電圧を測定する。

リチウムイオン蓄
電池②

１． 過充電の保護機能試験において、電池ブロックの電圧の測定
値が最大で４．３８７Ｖであり、上限充電電圧（４．２０
Ｖ：事業者宣言値）を超えていた。

別表第九３（１１）
（第三条第1項　安全機能を有する設計等）
周囲温度が２０±５℃である状態において、次のいずれかの
方法で試験を行つたとき、組電池内の電池ブロックが附表第
一表２の上限充電電圧を超えないこと。
ただし、過充電の保護機能は組電池に備えるか、または組電
池を装着した機器若しくは充電器に備えてもよい。
イ．１個の電池ブロックで構成される組電池にあっては、充
電時に電池ブロックに加えられる電圧を測定する。
ロ．電池ブロックを直列に２個以上接続した構造の組電池に
あっては、各電池ブロックの電圧を計測しながら充電を行
い、同時に一つの電池ブロックを徐々に強制的に放電させ、
そのほかの各電池ブロックの電圧を測定する。
ハ．電池ブロックを直列に２個以上接続した構造の組電池に
あっては、各電池ブロックの電圧を計測しながら附表第一表
２の上限充電電圧を超える電圧を電池ブロックに加え、充電
が停止するときの電圧を測定する。

リチウムイオン蓄
電池③

１． 過充電の保護機能試験において、電池ブロックの電圧の測定
値が最大で４．３８０Ｖであり、上限充電電圧（４．２５
Ｖ：事業者宣言値）を超えていた。

別表第九３（１１）
（第三条第1項　安全機能を有する設計等）
周囲温度が２０±５℃である状態において、次のいずれかの
方法で試験を行つたとき、組電池内の電池ブロックが附表第
一表２の上限充電電圧を超えないこと。
ただし、過充電の保護機能は組電池に備えるか、または組電
池を装着した機器若しくは充電器に備えてもよい。
イ．１個の電池ブロックで構成される組電池にあっては、充
電時に電池ブロックに加えられる電圧を測定する。
ロ．電池ブロックを直列に２個以上接続した構造の組電池に
あっては、各電池ブロックの電圧を計測しながら充電を行
い、同時に一つの電池ブロックを徐々に強制的に放電させ、
そのほかの各電池ブロックの電圧を測定する。
ハ．電池ブロックを直列に２個以上接続した構造の組電池に
あっては、各電池ブロックの電圧を計測しながら附表第一表
２の上限充電電圧を超える電圧を電池ブロックに加え、充電
が停止するときの電圧を測定する。

電灯付家具
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（１）特定電気用品

　　 該当なし

電気用品名 施行規則不適合箇所の内容 施行規則

電気歯ブラシ

電気用品安全法施行規則第１７条（表示の方式）におい
て、表示すべき事項である　　の記号及び届出事業者の
氏名又は名称が表示されていなかった。

電気用品安全法施行規則第１７条
（表示違反）

広告灯

電気用品安全法施行規則第１７条（表示の方式）におい
て、表示すべき事項である　　の記号及び届出事業者の
氏名又は名称が表示されていなかった。

電気用品安全法施行規則第１７条
（表示違反）

リチウムイオン蓄電池（モバイル
バッテリー）①

電気用品安全法施行規則第１７条（表示の方式）におい
て、表示すべき事項である　　の記号及び届出事業者の
氏名又は名称の表示が不鮮明だった。

電気用品安全法施行規則第１７条
（表示違反）

リチウムイオン蓄電池（モバイル
バッテリー）②

電気用品安全法施行規則第１７条（表示の方式）におい
て、表示すべき事項である　　の記号及び届出事業者の
氏名又は名称が表示されていなかった。

電気用品安全法施行規則第１７条
（表示違反）

＜電気用品安全法の令和元年度試買テストにおける「ＰＳＥマーク等表示」に関する不適合内容について＞

（２）特定電気用品以外の電気用品
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